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はじめに 

2021 年 11 月 18 日、入国管理局が外国人労働者の受け入れ拡大を目指して、「特定

技能 2 号」の対象職種を拡大する方向で検討していることが明らかになった 1。「特

定技能」は人手不足が深刻な 14 の業種で、一定程度以上の技能を有する外国人労働

者に在留資格を与える制度である。その中でも「特定技能 2 号」は家族の帯同を認め

ていることや、在留資格更新の制限がなく、外国人労働者が日本に永住することがで

きる制度設計になっている。その 6 日前の 11 月 12 日には、東京都武蔵野市が 3 カ月

以上在住する外国人に投票権を認める住民投票条例案を発表するなど 2、奇しくも、

本論文執筆中に日本社会は外国人労働者の受け入れをめぐって大きな変化に直面して

いる。 

ここでは日本における戦後の外国人問題を年代順に簡単に紹介し、これまで日本

がどのように外国人を扱ってきたのかについて検討する。そのうえで、Migrant 

Integration Policy Index 2020(MIPEX)を用いて、国際社会における日本の現在の立ち位

置について整理しておきたい。 

まず、戦後から現在まで続く「在日朝鮮人問題」がある。彼らは、第 2 次世界大

戦終戦時に日本国内に日本人として
．．．．．．

居住していた人たちであり、その後日本国籍を剥

奪され、外国人として管理されてきた 3。在日朝鮮人は、生まれた時点で日本に永住

する権利を有しているという点で、日本が受け入れてきた外国人の中で特殊な地位に

ある 4。 

1980 年代には、「東南アジア人女性の出稼ぎ労働者」や「不法就労者」が増加し大

きな社会問題として認識されるようになる。その後、1990 年の入管法改正によっ

て、不法滞在者への取り締まりが強化された結果、彼らの摘発が急増した 5。1990 年

代に不法就労者の代わりに「日系人」が入国するようになる。彼らは、20 世紀前半

に南米に移住した日本人の子孫であり、その「日本人の子孫である」という身分に基

づいて入国が許可されてきた。その後、2000 年代に入ってからは「技能実習生」が

急増している。 

このように、日本にはこれまでにも多様な形で外国人が入国してきた。しかし、

日本にとって彼らは「外国人労働者」であって「移民」ではなかった。つまり、彼ら

の「労働力」を期待して入国を許可してきたが、日本社会の一員として受け入れ、共

に暮らしていくという点はあまり重要視されてこなかった。これをよく表しているの
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が、MIPEX の数値である 6。 

MIPEX の数値を概観すると、「労働市場の流動性」、「家族の再結合」「永住権」「帰

化」「健康」といった労働政策、入国管理が平均を上回る一方で「教育」「政治参加」

「反差別」といった生活に関する分野で平均を下回っている。 

一方で、近年の外国人労働者受入れの拡大、在留外国人の増加を受けて、日本で

も「共生」をキーワードに様々な対策がなされ始めている。例えば、総務省は 2006

年に策定された「地域における多文化共生推進プラン」を 2020 年に改訂し、「多様性

と包摂性のある社会の実現による『新たな日常』」を掲げている 7。その中では、「日

本語教育の推進」や「教育機会の確保」といった施策があげられており、今後の具体

的施策の展開が期待される。 

以上のように、「外国人労働者受け入れ政策」だけで問題を解決してきた日本は、

「統合政策、多文化共生」といった方向へと舵を切りつつある。そのような状況を踏

まえて、本論文では、日本が外国人労働者の受け入れを拡大していく中で直面し得る

社会的課題を検討し、今後の外国人の統合政策に対し、政策的インプリケーションを

与えることを目的としている。 

第 1 章では、これまで多くの移民を受け入れてきたドイツが、戦後、外国人労働

者を受け入れ、移民国へと変貌してきた経緯を歴史的に整理する。そのうえで、

Hartmann and Gerteis(2005)の社会統合の 4 分類を用いて、ドイツの移民統合政策が何

を目指しているのかについて明らかにしていく。ドイツは、民族国家である点で日本

と類似しているだけでなく、人手不足を外国人労働者によって解消した点も共通して

おり、ドイツの経験から日本が学ぶことは多いと考えている。 

第 2 章では、ドイツが移民統合政策を推進するようになってから 20 年余りが経過

した現在の成果を、都市別データを用いて分析する。ドイツの移民統合政策の中心で

ある「統合コース」と「社会的都市(Soziale Stadt)プロジェクト」が移民の社会統合

に果たした役割について検討を進める。特に、「社会的都市プロジェクト」は市民参

加が前提とされており、市民が主体となって実施するという点が特徴的であり、その

成果の検討は統合政策の方向性を考える上で有用であると考えられる。 

第 3 章では、議論の舞台を日本に戻し、「技能実習制度」について分析を進める。

「技能実習制度」は多くの問題点が指摘されているものの、日本の労働市場に根づい

た制度であり、外国人労働者受け入れ制度の中心的役割を果たしている。技能実習制
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度はこれまでに、幾度も改正がなされており、改善された問題点、残された問題点を

現時点で整理することは、重要なことである。また、2016 年に創設された「特定技

能」との関係性についても検討することで、現在の外国人受け入れ制度の課題を明ら

かにする。 

第 4 章では、「定住外国人」が抱える生活問題を生活保護の受給実態から明らかに

する 8。彼らは、在留資格の更新に制限がなく、“移民”に最も近い存在と考えられ

る。これから増加するであろう「定住外国人」ひいては「移民」が日本社会で生きて

いく中でどのような問題を抱えうるのかについて、今あるデータをもとに検討するの

がこの章の目的である。「移民国ではない」という日本政府の主張によって、労働者

としての側面が強調されやすい外国人。彼らが、どのような生活問題を抱えているの

かを明らかにすることは、今後の統合政策を考える際に重要な視点を提供してくれ

る。 

1 日本経済新聞 2021 年 11 月 18 日朝刊 1 面 参照。  
2 日本経済新聞 2021 年 11 月 13 日朝刊地方経済面 参照。  
3 彼らに対する様々な問題については既に多くの研究がなされており、議論の本筋を外れるのでこ

こで詳しくは論じない。  
4 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法第 2 条 2 に

おいて、「平和条約国籍離脱者の子孫」についても「特別永住者」として認められている。  
5 1990 年代前半までの外国人問題については、高島 ,他(1994)が詳しい。  
6 MIPEX の数値は、EU の「移動の自由」「平等待遇」といった価値観が重視されており、「数値が

高い＝優れている」という評価には疑問もあるが、政策の国際比較としては十分検討に値すると

考えている。  
7 自治行政局国際室(2020)「地域における多文化共生推進プラン」改訂のポイント  
https://www.soumu.go.jp/main_content/000718716.pdf (最終閲覧日 2021 年 12 月 6 日) 
8 本論文では、「身分に基づく在留資格」で在留する外国人を「定住外国人」とする。  

                             

参考文献 
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Terms. Sociological Theory, 23(2), p.218-240 

Migrant Integration Policy Index 2020, Solano, Giacomo and Huddleston, Thomas（2020） 
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第 1 章 ドイツの移民統合政策の展開 

はじめに 

日本では、「技能実習」や「特定技能」といった外国人労働者の受け入れが増加して

いる。少子高齢・人口減少社会で、人手不足が深刻な日本では今後も外国人労働者の

受け入れが増加していくと考えられる。しかし、周知のように、欧米諸国のいずれの

地域をみても、移民を受け入れてきた結果、さまざまな社会問題を抱えている。 

移民受入国としては、アメリカ、カナダ、イギリス、ドイツ、フランスなどがあげ

られる。それらの中でも、ドイツは、いくつかの点で日本と類似している。当初、外

国人を労働力として政策的に受け入れてきたこと、国籍の概念に「血統主義」を採用

していることが挙げられる。加えて、ドイツは、ドイツ語とドイツ文化をアイデンテ

ィティとした民族(Volks)国家である。そのため、日本がこれから外国人を労働力とし

て受け入れていく際に、ドイツの経験から学べることは多い。 

ドイツは、21 世紀に入ってから、「移民の社会統合」を目指してきた。しかし、最

近では、2015 年の難民危機をきっかけに、極右政党の台頭や、ペギータといった移

民排斥運動の活発化など、社会統合が成功しているとは言い難い状況が続いている。

そこで、本章では、ドイツの外国人労働者の受け入れから移民としての受け入れへの

政策転換を整理し、ドイツ社会が経験してきた社会問題とその解消のために努力して

きた経緯の過程を歴史的に明らかにする。 

第 1 節と第 2 節において、外国人労働者の受け入れ政策が移民の社会統合政策へと

変化してきた過程を政策の変化に注目して 3 つの時期に分けて整理する。移民への変

遷を扱った先行文献は、杉町(2000)、近藤(2013)、安保(2016)があげられる。いずれも

すぐれて社会学的な精緻な分析を行っている。しかし、政策の変化に注目した分析は

行われておらず、本稿の整理を通じてドイツの移民統合政策に新たな視点を与えられ

ると考えている 9。第 3 節では、移民社会統合について、先行研究でどのような議論

が行われてきたのかを紹介し、ドイツの社会統合の在り方について検討を行う。特に、

Hartmann and Gerteis(2005)の社会統合の 4 分類のフレームワークを用いて、ドイツが

移民統合政策を通じて何を目指しているのかについての分析を行う。 

 

1.1 ドイツの移民統合政策 

はじめに、ドイツは 21 世紀に入るまで移民統合政策を採用してこなかった事実を
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強調しておきたい。そして、1950 年代から 70 年代まで政策的に受け入れたガストア

ルバイターが、「移民」としてドイツ社会に定住するまでには、企業側からの要請や社

会の変化など、様々な紆余曲折がある。本章では、ガストアルバイターを受け入れは

じめた 1955 年から現在までを、政策の変化に注目して 3 つの期間に区切って、「外国

人労働者」がどのように「移民」へと変容してきたのかを整理する 10。 

1.1.1 第 1 期 外国人労働者の時代（1955～73 年） 11 

1950 年代に入るとドイツは高度経済成長期を迎え、農業から工業へ経済全体での人

手不足が広がっていった。ドイツ政府は、送り出し国からの要請を受けながら、1955

年にイタリアと「イタリア人労働者募集・仲介のための協定」を結んだ。しかし、そ

の後も失業率は下がり続け、人手不足が深刻になったため、1960 年スペイン、ギリシ

ャ、61 年トルコ、63 年モロッコ、64 年ポルトガル、チュニジア、68 年ユーゴスラヴ

ィアと同様の協定が結ばれた 12。一連の協定によってドイツに受け入れられた外国人

労働者が、ガストアルバイター(Gastarbeiter)である。 

この時期の特徴は 3 つあげられる 13。まず、ガストアルバイターは「ローテーシ

ョン原則」に基づき、一時滞在者として受け入れられた。当初、ガストアルバイター

は労働許可と滞在許可の二重管理がなされており、労働許可を持っていない者には滞

在許可が下りなかった。つまり、ガストアルバイターとして入国した外国人は、ドイ

ツに滞在している間は常に労働者であったため、第 1 期の外国人労働者の失業率は、

ドイツ人の失業率よりも低かった。 

2 つ目の特徴は、ドイツ人労働者の優先雇用である。ガストアルバイターを雇用す

る際に、その求人がドイツ人では満たされないことを確かめるため、労働局による

「労働市場調査」を受けなければならなかった。また、外国人労働者の受け入れは単

純労働に限られており、熟練労働者の人手不足は、ドイツ人の再教育によって補填さ

れる方針が採用された 14。これによって、「ドイツ人労働者は熟練工や職員層への

『社会的上昇』が可能となった」 15。しかし、その代償として、労働市場が二重化

し、ガストアルバイター出身国の外国人労働者とドイツ人労働者の間には大きな隔た

りができたことが指摘されてきた 16。 

そして 3 つ目が、外国人労働者の「労働組合、社会保障への統合」である。これ

は、外国人労働者の賃金、社会的権利をドイツ人労働者と同等にすることでドイツ人

労働者を守ろうとする労働組合からの要望を受けたものである 17。ただし、滞在許
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可の延長が失業手当の受給期間しか認められなかったため、失業手当の受給資格を喪

失し、社会扶助の対象になった場合は滞在許可の更新が認められなかった 18。 

ガストアルバイターのその後に大きな影響を与えたのが、1971 年労働許可令であ

る。この労働許可令によって、5 年以上適法に就労した労働者はさらに 5 年間の特別

労働許可を取得できるようになり、外国人労働者の地位が安定した。これは、外国人

労働者による「山猫スト」だけでなく、職業訓練費などのコスト削減を意識した企業

側からの要望によって実現した 19。 

第 1 期の外国人労働者数の推移をみると、イタリアと協定を締結した 1955 年には、

79.6 万人だった外国人労働者数は、10 年後の 1965 年に約 121.7 万人へと増加してい

る。1967 年には、鉱工業生産の不振から、経済成長率がマイナスとなり、ドイツ国内

の失業率が上昇した影響で 20、外国人労働者数は減少した。しかし、翌年には景気が

回復し、外国人労働者数は再び増加する。その増加の中心となったのが、ユーゴスラ

ヴィア人とトルコ人であった 21。外国人労働者の数は、新規労働者募集が停止される

1973 年まで増加を続け、約 259.5 万人にまで増えた。 

外国人労働者の増加に伴って、家族の呼び寄せも増加した 22。外国人労働者の家族

の増加は、外国人の「社会統合」に関する懸念を増大させた。特に、外国人児童が 1965

年から 1970 年にかけて約 5 倍に急増し、「学校の外国人児童統合能力を上回る」とい

う認識が広がった 23。 

トルコ人をはじめとする非 EC 国出身者は、ドイツ人にとって文化的に異質な人々

であり、彼らの増加によって、国民が外国人労働者の受け入れに抵抗感を抱くように

なる 24。1969 年の選挙で社会民主党（SPD）への政権交代を境に、外国人労働者受け

入れ制限へと舵を切ることになる。そして、1973 年のオイル・ショックを契機に新規

労働者募集が停止される。 

1.1.2 第 2 期 外国人労働者から外国人へ（1973～98 年） 

新規労働者募集が停止され、オイル・ショックによる不況がガストアルバイターの

帰国を促した結果、外国人労働者数は 73 年から 78 年にかけて 3 割近く減少した。し

かし、外国人労働者が減少したにも関わらず、外国人数はほぼ一定のままであった。

これは、新規募集停止が「帰国すれば二度とドイツには来られない」という意味を持

っており、帰国せず定住を選んだ外国人労働者にとって、家族を呼び寄せるインセン

ティブとして作用したと考えられる 25。ガストアルバイターの定住や、家族の呼び寄
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せによって、1973 年以降、外国人失業率はドイツ人失業率を上回るようになる 26。 

ガストアルバイターの定住において、大きな役割を果たしたのが、上述の 1971 年

労働許可令である。労働許可令に基づいて、特別労働許可を得たガストアルバイター

で、5 年間中断することなくドイツに適法に滞在した者は「無期限の滞在許可」を申

請することができた 27。また、8 年間適法に在住すると「滞在権」を申請することが

可能であり、「滞在の長期化に伴い、滞在資格を向上させていくことができた」 28。 

このように、一時滞在を前提として受け入れられたガストアルバイターだったが、

企業のコスト削減という目的によって彼らの地位の安定化が図られた。その結果、ガ

ストアルバイターは、長期滞在が可能となり、移民へと変化していった。 

当時のドイツにおいて、外国人の「社会統合」が議論されなかったわけではない。

連邦政府外国人問題特別代表の Kühn は、1979 年に発表した「キューン・メモ(Kühn 

Memorandum)」において、外国人の子どもや家族の状況を分析している。Kühn (1979)

は、「すでにある問題や近い将来に迫っている問題がすぐに解決されない場合、解決不

可能で致命的な結果になる恐れがある」とし 29、長期的な統合政策が早急に必要であ

ると指摘している 30。しかし、キューン・メモは、当時の政府の公式見解として認め

られることはなく、政策に反映されることはなかった 31。 

その代わりに採用された外国人政策が、「帰国促進政策」と「一時的な統合政策」で

ある。これは、滞在が長期化している外国人に「帰国」か「同化」を求めるものであ

った 32。元来、ドイツでは、「有機的で文化的、言語的、あるいは人種的な共同体」、

つまり「分解不可能な固有の民族共同体（Volksgemeinschaft）として 33」国民（ネーシ

ョン）が認識される。そのため、21 世紀に入るまでの移民統合とは、この民族共同体

への同化が求められたのだ。 

その最たるものが、血統主義に基づいた「国籍法」である。これによって、ドイツ

生まれの移民第 2、第 3 世代であってもドイツ国籍を取得できないまま、法的に不安

定な地位に置かれていた。1970、80 年代に生まれた彼らは、「ロスト・ゲネラティオ

ン(Lost Generation)」とも呼ばれ、「学歴、資格、言語能力などの様々な面でハンディを

負った移民の若者が大量に排出されることになった」 34。 

1980 年代以降は、ドイツ社会と交わることのない「並行社会」が社会問題として認

識されるようになる。「並行社会」が形成される要因として、石川(2012b)は、2 つのセ

グリゲーションを挙げている。まず 1 つ目が、ロスト・ゲネラティオンのような移民
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の若者が、深刻な雇用不安に晒され、顕著な労働市場の分節化が見られる「社会経済

的セグリゲーション」。そして、移民の存在を認めなかったために、団体や親族ネット

ワークなどの移民コミュニティが代替的なインフラの機能を果たし、閉鎖的なコミュ

ニティ形成が進む「文化的セグリゲーション」である 35。つまり、「帰国」か「同化」

かの選択が求められた際、どちらも選ばなかった（あるいは、選べなかった）外国人

は社会から無視されるようになり、閉鎖的な移民コミュニティに集住するようになっ

た。 

1990 年の外国人法改正をもって第 3 期への転換点としている先行文献もあるが、外

国人法改正の主な点は「帰化要件の緩和」「入国制限の強化」である 36。確かに、この

時期には、多文化主義の傾向もみられるが 37、積極的に多文化主義を肯定し、社会統

合が目指されたわけではなく、移民統合政策への転換点とは考えにくい。1998 年に、

保守派のキリスト民主・社会同盟（CDU・CSU）政権から、革新派の SPD・緑の党政

権へと政権交代が起こった。特に、緑の党は移民の統合を以前から掲げており、ここ

から「移民の社会統合」に向けて政策が変化していく。 

1.2 第 3 期 外国人から移民へ（1999 年～） 

1998 年 10 月 27 日のシュレーダー政権発足以降、連邦政府の政策は急速に移民の社

会統合へと転換していく（表 3-1） 38。 

2000 年の国籍法改正によって、帰化要件の滞在期間が 8 年に短縮され、第二世代は

表 1-1 ドイツの移民統合政策 

年 施策 概要

1999年 社会的都市プロジェクト
社会的・経済的セグリゲーションの解消が目的の
都市再開発プロジェクト

2000年 国籍法改正 出生地主義の一部採用

2000年 グリーンカード制導入 IT人材の優遇措置

2001年 移民員会報告書
「移民を形作る統合の促進」

移民統合政策の必要性を指摘

2004年 移民法(滞在法) 初めて移民に言及した法律，移民統合政策の推進
を強調

2005年 ハルツⅣ法 長期失業者の労働市場への統合

2006年 統合サミット
移民が政策対象ではなく，政策主体として初めて
政治に参加

2007年 「国民統合計画」 持続的な統合政策の基盤をなす計画書

2008年 連邦統一帰化テスト導入 裁量によらない国籍取得手続きが実現

2014年 国籍法改正 二重国籍の一部容認

(出典)筆者作成 



9 

 

親が一定の条件を満たせば、出産と同時に国籍が付与されることになった（出生地主

義の一部採用）。これにより、長期滞在が見込まれる外国人の子どもがドイツ人と同じ

権利を有することになったという点で、移民国へと大きく前進した。さらに、国籍法

は 2014 年に改正され、条件付きで二重国籍が容認された 39。また、裁量によらない国

籍取得手続きが整備されたという点で、2008 年の「連邦統一帰化テスト」の導入は、

大きな意味を持つ。 

そして、その後の移民統合政策の方向性を決定付けたのが 2001 年に「“移民”独立委

員会（Unabhängige Kommission “Zuwanderung”）」が発表した報告書「移民を形作る統

合の促進（Zuwanderung gestalten Integration fördern）(以下：本報告書)」である。本報

告書は、ドイツが既に移民受け入れ国になっていることを認めたうえで、移民の社会

統合が必要不可欠であることを強調している 40。その分野は、教育、労働市場、住宅

等、社会のあらゆる側面からの社会統合の必要性を指摘している。 

本報告書を受けて、移民法の草案が作成され、与野党間での鍔迫り合いの末、2004

年に移民法が制定された 41。 

移民法では、①労働移民の受け入れと制御、②滞在許可の簡易化、③難民保護の範

囲拡大、④社会統合政策の推進（統合コース）、⑤治安対策が盛り込まれた。近藤(2007)

は「事実上移民受け入れ国になっている現状に合致させたばかりでなく、労働市場の

限定的開放などによって未来に向けて一歩を踏み出す内容」であり「戦後ドイツの憲

政史の中でも画期的な意義を有する 42」としている。しかし、成立過程で与野党間の

妥協によって成立したため、ポイント制の導入が見送られた等、不⼗分な内容となっ

たとの指摘もある 43。 

失業者対策としてのハルツ改革は、2002 年ハルツ委員会報告書に始まり、2003 年ハ

ルツⅠ法、ハルツⅡ法から、2004 年ハルツ法Ⅲ法、2005 年ハルツ法Ⅳ法まで続く。羽森

(2017)は、ハルツ改革の考え方は、①労働市場サービスと政策の効率性及び効果の増

強、②失業者の労働市場への編入、③労働市場の規制緩和による雇用需要の喚起の 3

点にあるとまとめている。ハルツ改革は、すべての失業者を対象としていたが、失業

率の高さ、帰国せずに「失業扶助」や「社会扶助」を受け取る外国人への反発等を考

えると、外国人の社会保障への依存傾向の対応策としての意味が大きかったと考えら

れる。 

2006 年には、統合サミットが開催された。統合サミットは、連邦、州政府や教会、
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社会団体だけでなく、移民団体も参加し、市民の社会統合について交渉を通じた合意

形成を目指すものである。統合サミットの結論としては、具体的措置が必要なテーマ

が 6 つ設定され、それぞれについて作業部会を設置することが決められた 44。近藤

(2007)は、統合サミットに移民が政策対象ではなく、政策主体として参画した点で大

きな進歩であると評価している 45。これに対し、矢野(2010)は「政策対象から政策主

体へのパラダイム変換は実はまだ開かれてはいない」と否定する立場をとる 46。 

統 合 サ ミ ッ ト の 結 論 を 受 け て 策 定 さ れ た 「 国 民 統 合 計 画 （ Der Nationale 

Integrationsplan）」は、上述の 6 つのテーマに加えて、文化教育やスポーツを通じた統

合、メディアの役割など、統合についてより具体的な方向性を示すものになっている。

渡會(2012)は「国民統合計画」の特徴を①移民による自助努力の強調と②地方自治体

の役割の強調にまとめている。前者の特徴は、統合コースへの参加の義務化、後者は

「社会的都市(Soziale Stadt)プロジェクト」における自治体の役割など、具体的な政策

に反映されている。 

このように、第 3 期に入ると、社会の実態に合わせるように移民統合政策が矢継ぎ

早に実行されてきた。特に、国籍法改正は、民族国家であったドイツにとって、国家

の在り方を変えるような大きな意味を持っていたと考えられる。一方で、統合コース

の受講を義務付けたり、帰化要件に「帰化テスト」を設けるなど、移民側の自助努力、

ドイツ社会への同化を求めている側面も無視できない。 

次の項では、移民の社会統合について、Hartmann and Gerteis (2005)の分類を用いな

がら、ドイツが目指す統合の在り方を分析する。 

 

1.3 社会統合は何を意味するのか 

移民の社会統合は 21 世紀のヨーロッパにおいて最も重要な政策課題の 1 つであり、

最も議論されているテーマである。しかし、「社会統合」が何を指しているのか、その

最終目標が何なのか、について明確な答えは未だ出ていない。本節では、統合の定義

に関する議論を整理してみたい。移民の社会統合に関して議論されてきたのが「いか

に移民を社会に統合するのか」という、社会統合の在り方である。 

永吉(2020)は、伝統的移民国であるアメリカとカナダの社会統合を「人種のるつぼ

＝同化主義」と「モザイクモデル＝多文化主義」と整理したうえで、21 世紀に入って

から「市民的統合(civic integration)」が主流になってきたと指摘している。 
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「同化主義」は、様々な集団が社会に溶け込むことで、社会統合が達成されるとい

う思想である。しかし、「あまりにも異質な人たち」の増加が同化を困難にすることや、

マイノリティ文化を蔑ろにすることへの批判が高まった 47。その後、それぞれの集団

の文化を尊重する「多文化主義」が注目されるようになり、イギリスをはじめ多くの

ヨーロッパ諸国で多文化主義が採用された。しかし、あまりにも多文化主義を推し進

めた結果、移民の民族回帰、社会分断を引き起こしてしまい、2000 年代に入って「多

文化主義は失敗した」と叫ばれるようになる 48。 

そして、現在主流となっている「市民的統合」は、移民が受け入れ国の言語、文化、

法律等の知識を身に付け、「自由民主的価値」を有する市民となることを期待するもの

である 49。「市民的統合」を政策として最初に実行したのはオランダであり、言語教育

を含む「統合コース」が市民的統合の代表的な政策である。 

ただし、「市民的統合」と「多文化主義」は二者択一ではなく、「市民的統合」によ

って共有される「自由民主的価値」が「多文化主義」には欠かせないと理解される 50。 

以上の永吉 (2020)とは少し違う立場で移民の社会統合を整理しているのが、

Hartmann and Gerteis (2005)である。Hartmann and Gerteis (2005)は、「同化主義」と「多

文化主義」の 2 項対立という図式は、論争を生みやすく危険だとし、社会統合を 4 つ

に分類して、一括りで論じられることの多い多文化主義をより細かく整理している。 

Hartmann and Gerteis(2005)は「連帯の基礎」が個人(individuals)か集団(groups)かとい

う違い（横軸）に加え、「結束の基礎」が文化や歴史のような「本質的な道徳的絆

(Substantive Moral Bonds)」によるものか、法律のような「手続き的規範(Procedural 

Norms)」によるものかという違い（縦軸）で社会統合を分類している（図 3-1） 51。 

「同化主義(Assimilationism)」は、個人を連帯の基礎とし、結束の基礎を道徳的絆に

置く。これは、外部との境界（誰がその国に所属しているのか）を明確に持った社会

統合であり、21 世紀に入るまでのドイツで採用されていたように、民族共同体への編

入が求められる。この社会統合の形では、個人の差異を取り除くことで社会への編入

を達成しようとするため、内部集団が弱体化、あるいは存在しない 52。 

「コスモポリタニズム(Cosmopolitanism)」は、個人を連帯の基礎とするのは同化主

義と同じであるが、手続き的規範に結束の基礎を置く。そのため、民族共同体のよう

な、外部との明確な境界がなく、差異による対立が最も少ない包括的な社会統合の形

である。 
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上記 2 つは異なり、集団に連帯の基礎を置くのが、「断片化された多元主義

(Fragmented Pluralism)」と「相互作用多元主義(Interactive Pluralism)」である。 

「断片化された多元主義」は、手続き的規範を結束の基礎とするのが特徴である。

つまり、法律を遵守することだけが求められ、国の文化や歴史を理解することは求め

られない。そして、内部集団(宗教、民族等)に連帯の基礎が置かれるため、集団の権利

が法律によって約束される。結果として、各人の関心は、国ではなく、内部集団の内

側に向けられるようになり、内部集団の結束がより強固になる。つまり、国家の境界

が曖昧になる一方で、内部集団の境界が強調され、認識されるようになる。 

「同化主義」と「断片化された多元主義」は、明確な境界を 1 つだけ持つ点で共通

している。「同化主義」において外部との境界となっていた国家は、「断片化された多

元主義」では内部集団に取って代わられる。これについて、Hartmann and Getreis (2005)

は、「意味のある共有された価値のコンセンサスがなければ、(内と外を)区別できる文

化的基準がなく、社会の限界がどこにあるのかを明示できない(筆者訳、括弧内は筆者

補記)」と指摘している 53。 

図 1-1 社会統合の 4 分類 

(出典)Hartmann and Gerteis(2005)p.224-225(筆者訳) 
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他方、「相互作用多元主義」は、結束の基礎を道徳的絆に置くため、国家とその外部

との境界を明確に有する。また、連帯の基礎を集団に置くため、内部集団の結束も強

固なものになる。ただし、国の文化や歴史への理解が求められるので、個人の関心が

集団の内側ではなく、集団の外側に向けられるのが大きな特徴である。 

道徳的絆に置くのは「同化主義」と同じであるが、「同化主義」が道徳的絆を「在る」

もの(something that “is”)とする一方で、「相互作用多元主義」では、集団間の相互作用

によって現れるものと定義づける 54。 

この枠組みでドイツの移民統合政策を検討してみると、上述のように 21 世紀に入

るまでは、「同化主義」が主流であった。それは、国籍法のように、外部との境界

（ドイツ国籍を有しているかどうか）を明確に持ち、「統合という名の同化」が求め

られた 55。しかし、当時の社会の実態としては、同化できずに周縁化された外国人

が、民族や宗教を基盤とした閉鎖的な内部集団を形成するようになったように「断片

化された多元主義」であった。 

ドイツが民族国家として認識され「同化主義」が採用されていた頃は、「ドイツ人で

あること」がドイツに所属していることと同義であった。しかし、「断片化された多元

主義」は、外部との境界が曖昧になる。ドイツ人という集団は全体ではなくなり、内

部の 1 つの集団として認識されてしまう。その結果、「ドイツ人であること」とドイツ

に所属することは同義ではなくなった。 

21 世紀に入ってからは、「統合コース」を実施しており、引き続き「同化主義」に近

い政策が主流となっている。一方で、統合サミットに移民団体が参加したように、移

民コミュニティを単位として社会に組み込む「相互作用多元主義」の方向性もみられ

る。「同化主義」や「相互作用多元主義」は、文化を結合の基礎とするため、「同じ文

化を共有する者」が全体社会となり、外部との境界が明確になる。つまり、その「共

有される文化とは何か」という議論はあるものの、21 世紀に入ってからの移民統合政

策は「ドイツ社会とは何か」を再定義する過程と言える 56。 

では、「同化主義」と「相互作用多元主義」を同時に目指すことが可能なのか。ここ

で注目するのが、「社会統合の主体」である。「誰が主体となって社会統合を進めるの

か」に注目してドイツの移民統合政策を分析してみたい。 

まず、「同化主義」的政策である「統合コース」は、国家が主導して講座時間数や内

容を決めている。また、民族国家の根幹をなしていた国籍法を決めるのも国家である。
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つまり、「同化主義」的社会統合の主体は国家であり、国単位で移民の社会統合が目指

される。 

一方で、「相互作用多元主義」の方向性が見られる統合サミットでは、「市民社会の

強化」がテーマにあげられているように、国家とは別の次元における社会統合が目指

される。さらに、次章で詳述するが、「社会的都市(Soziale Statd)プロジェクト」は市民

参加が前提とされていることからも、地域社会が主体となって外国人の社会統合が目

指されていることが分かる。 

つまり、21 世紀に入ってからのドイツの移民統合政策は、国単位では「同化主義」、

地域単位で「相互作用多元主義」的社会統合が目指されている。 

 

むすびにかえて 

ドイツは戦後、政策的に 2 国間協定にもとづいて外国人労働者を受け入れてきた。

一時的滞在者として受け入れた外国人労働者は、企業のコスト削減という目的によっ

て、法的地位の安定化が図られ、定住者へと変化した。滞在が長期化するだけではな

く、家族の呼び寄せや移民第 2 第 3 世代の誕生など、外国人はドイツ社会に根付いて

いく。しかし、ドイツは「移民受け入れ国ではない」との主張を変えず、移民統合政

策は採用されなかった。その結果、1980 年代以降、ドイツ語が話せない外国人や、外

国人の子どもが増加し、ドイツ社会と交わることのない移民の並行社会が社会問題と

して認識されるようになった。 

そして、1998 年の政権交代を契機に、連邦政府の政策は移民の社会統合が目指され

るようになる。移民の社会統合は、労働市場への統合だけではなく、教育、市民社会、

住宅など、社会のあらゆる側面から実施された。そして、ドイツの民族共同体の中心

であった国籍法までもが改正され、移民をドイツ社会へ統合する努力がなされてきた。 

Hartmann and Gerteis(2005)の社会統合に関する 4 分類をもとにドイツの移民統合政

策を分析すると、1998 年以前は、「同化主義」に近い政策が採用されていた。しかし、

同化できなかった外国人が独自の閉鎖的コミュニティへと集中し、並行社会が存在し

ていたことから、社会の実態としては、「断片化された多元主義」のような状況であっ

た。 

21 世紀に入ってからの移民統合政策では、国単位では「同化主義」が目指される一

方で、地域社会においては「相互作用多元主義」の側面もみられる。両者の共通点と
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しては、道徳的絆を結束の基礎とするため、外部との境界を明確に有する点にある。

つまり、移民統合政策を通じて「ドイツ社会とは何か」を再定義し、外部との境界を

明確にする過程にあると言える。 

ドイツの経験から日本が学べることは、第 3 章で整理するような日本の外国人労働

者の受け入れは、統合政策とセットで行われる必要があるということである。20 世紀

のドイツのように、長期的な統合の視点が欠けたまま、外国人労働者がなし崩し的に

移民へと変わってしまうと、移民の社会統合は困難を極める。外国人労働者が移民へ

と変わり、並行社会が顕在化する前に、外国人を日本社会に統合していく努力が必要

である。 

9 K. Bade(2017)は，SPD・緑の党の連立政権下において，政策が統合政策へと大きく転換したと指

摘している。  
10 外国人労働者から移民への変遷を扱った先行文献は、杉町(2000)、近藤(2013)、安保(2016)が挙

げられる。両者とも 1955 年以降を 3 つの時期に分けて論じており、第 1 期から第 2 期への転換点

がガストアルバイターの新規募集が停止された 1973 年という点は一致している。しかし、第 2 期

から第 3 期への転換点が異なる。杉町(2000)は、第 3 期への転換点を、初めて⻑期的な統合の概念

が提唱された、1979 年のキューン・メモ (Kühn Memorandum)としている。近藤(2013)、安保

(2016)は、外国人法が改正された 1990 年までとしている。  
11 1990 年の東西ドイツ統一以前の議論はすべて「旧西ドイツ」に関するものである。  
12 矢野(2010) p.29、参照  
13 近藤(2013)p.131、参照  
14 矢野(2010) p.61、参照  
15 矢野(2010) p.75、引用。  
16 Seifert(1995) S.166、参照。  
17 P.Kühn(2000) p.43-44、参照。  
18 中村(1988) p.60、参照。  
19 近藤(2002)p.60、参照。  
20 経済企画庁(1967)「年次世界経済報告 第 2 章海外諸国の経済動向 3.西ドイツ」参照。  
https://www5.cao.go.jp/keizai3/sekaikeizaiwp/wp-we67/wp-we67-01203.html (最終閲覧 2022 年 1 月 6
日) 
21 矢野(2010) p.25、参照  
22 家族の呼び寄せについては、外国人労働者に可能な限り長く働いてもらいたいというドイツ企

業側の要望によって、規制が緩和されてきた(矢野(2010)p.33、参照)。  
23 矢野(2010)p.35、引用。  
24 近藤(2002)p.60、参照。  
25 近藤(2013) p.142、参照。  
26 森田(1998) p.38、参照。  
27 無期限の滞在許可の申請の条件は、①(中断なしの)5 年間の適法な在住②特別労働許可を有して

いること③口語ドイツ語で意思疎通がとれること④しかるべき住居の確保⑤その子どもがドイツ

の義務教育を受けることの 5 つである(近藤(2002) p.70、参照)。  
28 近藤(2002) p.71、引用。  
29 Kühn (1979) p.2、引用。  
30 Kühn(1979) p.3、参照。  
31 矢野(2010) p.40、参照  
32 伊藤(2017) p.37、参照。  
33 ブルーベイカー(2005) p.16、引用  
34 石川(2012b) p.147、引用  

                             

https://www5.cao.go.jp/keizai3/sekaikeizaiwp/wp-we67/wp-we67-01203.html
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35 石川(2012b) p.62、参照。  
36 矢野(2010) p.43、参照。  
37 石川(2012a) p.156、参照。  
38 これ以前から、地方自治体単位では社会統合を目的とした政策が実施されていたが、本論文で

は連邦政府の政策に焦点を当てているため、転換点は 1998 年の政権交代としている。地方自治体

単位の移民統合政策については、岡本(2012)などがある。  
39 改正前は、外国人の両親から生まれた子どもは、原則 23 歳の誕生日までに国籍を選択しなけれ

ばならなかった。しかし、改正後は、21 歳の時点で、8 年以上ドイツに滞在したか、6 年以上ドイ

ツの学校に通った場合、国籍を選択しなくてもよくなった。（Der Spiegel 27.3.2014 Einigung der 
Großen Koalition: Deutschland vergibt mehr Doppelpässe 
( http://www.spiegel.de/politik/deutschland/doppelpass-grosse-koalition-einig-bei-doppelter-
staatsbuergerschaft-a-961155.html 最終閲覧：2019 年 5 月 20 日)）  
40 Unabhängige Kommission „Zuwanderung“(2001) p.1、参照。  
41 移民法成立の過程については近藤(2007)が詳しい。  
42 近藤(2007) p.152、引用  
43 近藤(2007) p.152、参照  
44 ①統合講座の発展、②ドイツ語習得の促進、③良質な教育と職業教育の確保、④女性の生活状

況の改善、男女平等、⑤現場での統合の支援、⑥市民社会の強化の 6 つのテーマが設定され、そ

れぞれに作業部会が設置された（近藤(2007)p.195、参照）。  
45 近藤(2007) p.170、参照。  
46 矢野(2010) p.247、引用。  
47 永吉(2020) p.175、引用。  
48 永吉(2020) p.174-184、参照。  
49 Goodman(2010) p.754、参照。  
50 永吉(2020) p.191-192、参照。  
51 この 4 分類のうち、「同化主義」以外の 3 分類が「多文化主義」であり(Hartmann and 
Gerteis(2005) p.224、参照)、安達(2013)は、これまでの多文化主義への批判の多くが、「コスモポリ

タニズム」や「断片化された多元主義」に向けられていると指摘している(安達(2013) p.60-61、参

照)。  
52 ただし、公共圏に出てこない限り、私圏における宗教上の慣習等は見過ごされる

（Alexander(2001)p.241、参照）。  
53 Hartmann and Gerteis(2005) p.230、引用。  
54 Hartmann and Gerteis(2005) p.232、参照。  
55 伊藤(2017) p.37、引用  
56 石川(2012)は、「社会的都市プロジェクト」について「地域を再生する事業であるとともに、移

民国となったドイツが多様性を織り込んだ新しい『社会』の構築に向かおうとするプロセスでも

ある」と評価している（石川(2012)p.93-94、引用）。  
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第 2 章 ドイツの移民統合政策は機能しているのか 

―外国人失業者から見えてくる統合政策の成果と課題― 

はじめに 

第 1 章で議論してきたように、1970 年代以降、一時滞在者として受け入れたはずの

外国人労働者が家族を呼び寄せ、長期滞在するようになった。その結果、外国人の失

業率はドイツ人を上回るようになり、1970 年代後半以降、現在に至るまで常に上回っ

ている。外国人の失業問題は社会統合という側面だけではなく、失業保険や公的扶助

といった財政への負担といった面でも大きな課題だと言える。 

これまでの先行研究では、外国人の雇用失業問題については、ミクロデータを用い

た分析と、マクロデータを用いた分析の双方が行われてきた。ミクロデータを用いた

分析では、学歴や出身国といった個人属性や人的資本、社会関係資本、市民権、帰化

といった要因を対象としている。他方、マクロデータを用いた分析では、国際比較と

して、産業構造や受け入れ政策、社会保障制度の違いが対象となっている。ただし、

マクロデータを用いた先行研究で扱われている移民政策・統合政策は、受け入れ政策

や、帰化政策といった、国家間で比較可能な政策を使用しており、国独自の統合政策

については分析がなされていない。 

本章では、ドイツの都市間における移民統合政策の実施状況の違いに着目して、マ

クロデータを用いた分析を行う。これによって、国際比較では明らかにできなかった

移民統合政策の成果と課題を明らかにできると考えている。 

まず、先行文献からこれまで外国人の失業についてどのようなことが明らかになっ

てきたのかを整理し、本分析の貢献を明らかにする。そして、本分析で用いる移民統

合政策「社会的都市(Soziale Stadt)プロジェクト」と「統合コース」の概要を整理した

上で、これらの移民統合政策の外国人の失業率への影響を分析し、移民統合政策の成

果を明らかにするのが本章の目的である。 

 

2.1 先行研究 

これまで多くの研究者が外国人労働者と労働市場でのアウトカムに関する分析を

行ってきた。専門性が高く、優秀な人材を除いて、外国人労働者が自国民労働者より

も労働市場で不利な立場(disadvantaged)に置かれていることが共通認識として存在し、

その要因について数多くの分析がなされてきた。 
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外国人労働者が不利な立場に置かれる要因を分析する際の理論としてよく用いら

れるのが Mincer(1958)や Becker(1964)の「人的資本理論」である。入国直後の外国人労

働者は、受け入れ国の言語能力が低く、労働市場で不利な立場に置かれやすい。その

後、言語能力が向上し、受け入れ国の労働市場に関する知識を手に入れることで、不

利な状況を改善できると指摘されている（Chiswick(1978)）。 

そして、移民の中でも異質な境遇にあるのが難民である。難民の労働市場での立場

に関する分析としては、Moritz, Jens and Dominik (2018)が入国後の労働市場へのアク

セス禁止期間の長さに注目して、禁止期間が長ければ長いほど、その後の難民の経済

統合を遅らせることを示唆している。Vroome and Frank(2010)は、オランダの難民につ

いて、言語能力が経済的統合と相関していることから、言語教育としての統合コース

が良い影響を与える可能性を示唆している。 

さらに、難民については、2014、15 年の欧州難民危機の結果、大量に流入した難民

を労働市場が吸収しきれていないことが指摘されている(Gehrsitz, Markus and Ungerer, 

Martin (2018))。 

Kogan(2006)は、欧州労働力調査(European Union Labor Force Survey)を用いて、移民

の特徴と受け入れ国の構造の経済統合に対する役割について分析している。分析の結

果として、ポルトガルやギリシャといった非熟練、低熟練労働における雇用量が多い

国では、移民が仕事を見つける機会が高くなることを示している。また、男性移民に

とって、イギリスやアイルランドといった労働市場が柔軟な国では雇用の可能性が低

くなることを示唆している 57。 

Fleischmann and Dronkers(2010)は、欧州社会調査(European Social Survey)を用いて、

失業に与える影響について受け入れ国側と送り出し国側の要因を分けて分析している。

移民の失業に対する、受け入れ国側の要因で統計的に有意であると認められたものは、

「自国民の失業率」が高いと失業の可能性が高くなり、「格の低い仕事が多い」、「移民

比率が高い」、「1 人当たり GDP が高い」といった国では，移民は失業の可能性が低く

なる結果となっている。また、受け入れ国側の要因として移民政策や統合政策と移民

の失業の関係は有意ではなかった。 

Kislev(2017)は、移民が不利な立場に置かれる「民族的罰則(Ethnic Penalty)」につい

て、欧州社会調査を用いて分析を行っている。労働市場政策や反差別政策といった政

策的要因は移民の雇用には影響を与えない一方、自国民の移民に対する受容度が、移
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民が仕事を見つけることと正の関係にあると結論づけている。 

以上のように、先行研究では、外国人労働者の労働市場への統合について多くの議

論が交わされてきた。その中で概ね合意されてきた点は、①外国人労働者が不利な立

場に置かれていること、②受け入れ国特有の能力（言語や文化に対する知識）が統合

を進めること、③難民の統合はより大きな困難を有することがあげられる。 

本章では、これらの合意を踏まえたうえで、ドイツにおける移民統合政策の労働市

場への影響を分析する。まず、ドイツの移民統合の現状について、ドイツ統計局が公

表している「統合の指標 2005-2019(Integrationsindikatoren)」等から整理しておきたい。 

 

2.2 ドイツの社会統合の指標 

生産年齢人口に対して労働力人口がどのくらいいるのかを示す「労働力率」は

2020 年時点でドイツ人が 80.0％なのに対し、外国人が 70.9％と約 9％pt.の差があ

る。この差を性別で見ると、男性が 83.1％、80.3％と差が小さい一方で、女性では

76.9％、60.3％と約 17％pt.の差が生じている 58。これは、イスラム教徒の女性の学歴

が低いことや家庭内にとどまり、社会にあまり出ない傾向にあることが大きく関係し

ている 59。移民統合政策が推進される前の 1998 年時点の外国人女性の労働力率は

49.7％となっており、20 年余りの間で約 11％pt.上昇している 60。 

日本の生活保護にあたる、「失業手当Ⅱ」「社会手当」の対人口受給者比率は、ド

イツ人が 5.02％、外国人が 20.12％と、大きな差がある。ハルツ改革直後の 2008 年

には、7.08％と 16.74％であった。ドイツ人の受給者比率が低下している一方、外国

人の受給者比率が上昇していることが分かる 61。特に、2016 年以降、外国人の受給

者比率が増加しており、難民危機の影響が、5 年近く経った今も社会保障給付に表れ

ている。 

ドイツが移民統合政策で力を入れてきた教育について図 2-1 を見ると、外国人のう

ち、専門的資格を持たない人の割合が減少しており、特に第 2 世代以降では 2005～

2019 年の間に 6.5％pt.低下している。第 1 世代は難民危機の 2015 年以降上昇してい

るが 2014 年の時点で 2005 年より 10％pt.低下しており、多くの移民が専門的資格を

取得してきた。 

移民第 1 世代では、新規入国者が急増するまで、専門的資格を有する人の割合が

上昇しており、第 2 世代以降では概ね上昇傾向にある。これは、第 1 章で紹介した
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「移民サミット」において課題としてあげられていた「職業教育の充実」の効果であ

ると考えられる。 

大学の学位を有する者の割合についても、2005～2019 年の間で、「移民の背景な

し」が 17.7％から 29.9％、「移民第 1 世代」が 14.9％から 31.6％、「移民第 2 世代以

降」が 10.0％から 19.3％へと上昇している。「移民第 2 世代以降」の伸びはよくない

が、「移民第 1 世代」は「移民の背景なし」を上回るようになった 62。これは、難民

危機で流入した者の中に大学学位を有する者が比較的多かったことが原因だと思われ

る。 

このように、教育については、専門的資格を有する者が増加傾向にあり、難民危

機によって大学学位を有する者の割合が上昇するなど、教育面では一定の成果が見ら

れる。ただし、難民危機は「学校卒業の証明書を持たない者」の割合を急激に上昇さ

せており、プラス面ばかりではないことも明らかである 63。 

以上のように、ドイツの移民統合政策は、社会のあらゆる側面から実施されてお

り、一定の成果が表れている。しかし、難民危機によって、社会統合で困難を抱えて

いる側面も見逃してはならない。 

図 2-1 

(出典) Statistisches Bundesamt (2021): Migration und Integration: 
Integrationsindikatoren 2005-2019, Indikator 3.3: Senkung der Zahl der Personen ohne 
berufsqualifizierenden Abschluss より筆者作成 
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2.3 ドイツにおける移民統合政策 

2.3.1 統合コース 

統合コースはドイツ移民統合政策の根幹をなすものであり、移民にドイツ語、文化、

歴史、法律に関する知識を提供し、市民としてドイツ経済社会で生きることを可能に

することが目的である。 

2005 年移民法に含まれる滞在法（Gesetz über den Aufenthalt）において、長期滞在者

を対象とする統合コースの実施が定められた。当時、統合コースの中身は、ドイツ語

講座 600 時間と、30 時間のオリエンテーション（法律、文化、歴史等）であったが、

現在の統合コースは、ドイツ語 600 時間、オリエンテーション 100 時間である。統合

コース修了者は、「移民のためのドイツ語試験(Deutsch-Test für Zuwanderer、以下 DTZ)」

を受けることになっており、「ヨーロッパ言語共通参照レベル B1」が目標水準となっ

ている。 

統合コースへの参加者は、「参加が義務付けられた人(滞在法§44a)」と「参加する権

利を有する人(滞在法§44)」に分類される。前者は、基本レベルのドイツ語ができない

長期滞在者、失業手当Ⅱ・社会手当受給者、庇護申請者給付受給者と当局から義務付

けられた人が含まれる。後者に含まれるのは、上記以外の在留者である 64。 

失業手当Ⅱ・社会手当や庇護申請者給付を受け取っている人は、適当な理由なく統

合コースへの参加を拒否すると給付の減額や停止といった措置を受けることになる。 

統合コースへの参加を義務付けることは、文化的同化政策だという批判がある一方

で、石川(2012)は、「全体としては、幅広い分野から『ドイツ社会』の理解を促進する

内容であり、社会的・経済的セグリゲーションを防止する意図で構成されている」と

評価している 65。 

ここで問題となっているのは、オリエンテーションコースで教えられる「ドイツの

文化、歴史」であろう。ドイツでは、移民統合政策の推進と並行して「ドイツの主導

文化」に関する議論が行われてきた。第 1 章でも述べた通り、ドイツは民族国家であ

り、独自の歴史、文化を有してきた。その歴史、文化は、「移民国である」ことを認め

たからといって変化するものではない。 

つまり、第 1 章で整理した Hartmann and Gerteis(2005)の枠組みに基づいて検討する

と、一部の人に参加が義務付けられた「統合コース」でドイツの主導文化を教えるこ
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とは同化主義的側面があると言える。さらに、その義務を拒否した場合に社会保障給

付等を削減するというのは、「主導文化への理解」がドイツという国の境界であり、そ

の境界の内外を区別しているといえる。 

連邦移民・難民庁の業務統計によると、2020 年までに統合コースの対象者となった

のは 3,398,460 人で、そのうち約 7 割の 2,435,902 人が統合コースに参加している 66。 

コース修了後の DTZ の結果は、2015 年以降 B1 水準の割合が低下しており、2020 年

は約半数が B1 に到達できていない。受験者の種類別に B1 達成者の割合を見ると、

「失業給付Ⅱや難民給付を受給していて統合コースの受講を義務付けられた人」の割

合が約 36～44％と受験者全体よりも低い結果となっている。これは、小林(2009)が指

摘するように「ドイツ語習得という本来の目的ではなく、統合コースへの参加自体が

目的化し」ていることを裏付けるデータと言える 67。 

2.3.2 社会的都市(Soziale Stadt)プロジェクト 

「社会的都市プロジェクト」はドイツ政府が 1999 年から推進している都市再開発

プロジェクトの名称である。このプロジェクトの目標の 1 つが「移民の社会的・経済

的セグリゲーションを解消し 68、社会統合を促進すること」である 69。ただ、日本の

先行研究では、建築・都市開発や地理学の分野で研究がなされてきたものの 70、移民

の社会統合という視点で分析したものは少ない 71。 

社会的都市プロジェクトは、市民参加が前提となっており、「事業者会議」や「住民

協議会」といった住民が参加する場で地域独自の取り組みが計画されている 72。それ

を自治体が支援し、州、連邦政府、EU が資金的に支援する構図となっている 73。 

連邦政府の支援対象は 2007 年までは建築投資だけであったが、2007 年以降は地域

経済や雇用政策、青年および教育政策、統合のための追加措置へと拡大された。年間

予算も 2007 年に、7,000 万ユーロから 1 億 1,000 万ユーロへと増額された。2020 年か

らは、「社会的結束(Sozialer Zusammenhalt)」と名称を変えて継続している 74。2020 年

度に連邦政府は、528 プログラムに対して合計約 1 億 8000 万ユーロの資金援助を行っ

ている。 

これとは別に、2007 年から 2013 年には EU の欧州社会基金（ESF）からも 1 億 6,400

万ユーロが拠出された。EU の支援対象は、「①地区の教育環境の向上とそれによる雇

用機会の改善、②長期失業者と若者、特に移民の背景を持つ人の労働市場への統合、

③地域経済および労働市場の強化と経済アクターの結合強化」となっており、こちら
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も移民の社会統合としての機能が期待されている 75。 

社会的都市プロジェクトの注目すべき点は、移民をドイツ社会に統合するだけでは

なく、ドイツ最大級のモスクに交流センターを設けるなど、移民文化の理解につなが

るような活動が含まれていることである。これまで、多文化主義の弊害だと考えられ

てきた閉鎖的な移民コミュニティを地域資源として活用する視点を生み出す。この社

会的都市プロジェクトの意義について、石川(2012)は「国家やその制度、あるいはエス

ニシティや既存のコミュニティといった先験的に理解される紐帯」ではなく「居住を

基盤として多様性を織り込みながら」新たな関係を構築していくと評価している 76。 

 

2.4 データ、分析手法 

本分析では、連邦統計局、州統計局などが公表している都市別データを都市固有番

号で突合した。被説明変数の外国人失業率は、都市別データが入手できるため、社会

統合の指標として使用する。説明変数は、2020 年「社会的結束プロジェクト」への連

邦政府支援額、2019 年までの「社会的都市プロジェクト」の連邦政府支援総額、統合

コースへの参加率を用いる。統合コースの参加状況は都市別データが 2016 年以降し

か入手できないため、新たに受講義務、受講権利を手に入れた人に対する、実際に参

加した人の割合を用いる。 

各都市の労働市場の特性を考慮するために、コントロール変数には労働需給に関す

る変数を用いる。 

まず、先行研究でも用いられた自国民(ドイツ人)失業率は、労働需給のひっ迫具合

を代理している変数で、労働需要がひっ迫している地域では、ドイツ人失業率が下が

り、それに合わせて外国人失業率も下がると考えられる。つまり、「ドイツ人失業率と

外国人失業率は正の関係にある」と考えられる。 

労働需要の面からは、「住民 1 人当たり付加価値額」と「第 1 次第 2 次産業比率」を

用いる。前者は、労働需要の量を代理しており、労働需要が増えると賃金が上昇し、

それに伴って住民 1 人当たり付加価値額も上昇する。他方、労働需要が増えると失業

率は低下すると考えられることから、「住民 1 人当たり付加価値額と外国人失業率は

負の関係にある」と考えられる。後者は、労働需要の質を考慮するための変数である。

先行文献では、格の低い仕事として、第 1 次第 2 次産業に加えて、小売業、運輸業が

含まれており、雇用量が説明変数として用いられている(Kogan(2006))。本分析では、
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都市ごとのデータとして利用可能な第 1 次第 2 次産業の付加価値額を代わりに用いて

いる。第 1 次第 2 次産業は外国人労働者を多く雇用すると考えられるため、「第 1 次

第 2 次産業比率と外国人失業率は負の関係にある」と考えられる。 

他方、労働供給の面については、「外国人比率」と「難民数」でコントロールする。

外国人比率は外国人労働者の競争相手が増加することから、外国人失業率を上昇させ

る可能性が考えられる。しかし、先行研究では、移民の純流入率が外国人の失業可能

性と負の関係にあることが指摘されている(Fleischmann and Dronkers(2010))。これは、

経済状況がより良い地域が外国人を引き寄せていると考えられている 77。ここでは先

行研究の結果を参考に、「外国人比率と外国人失業率は負の関係にある」と考える。難

民数は、労働供給の質を考慮する変数であり、先行文献で示された通り、労働市場へ

の統合に困難が伴い、2015 年以降の入国者数が多かったため、コントロール変数とし

て用いる(Moritz, Jens and Dominik (2018), Vroome and Frank(2010))。 

それぞれの記述統計量は表 2-1 のとおりである。外国人失業率はドイツ人失業率よ

りも高く、平均では約 10％pt.の差がある。移民統合政策については、「社会的結束プ

ロジェクト」の支援額については、2020 年度単年の支援額の最大が約 1,166 万ユーロ、

2019 年までの合計支援額の最大は約 1 億 900 万ユーロとなっている。統合コースの参

加率は、最も高い都市と最も低い都市で 96％pt.の差がある 78。このように、移民統合

政策の実施状況については、大きな地域差が存在する。 

まず、推計は OLS の多重回帰モデルを用い、回帰式は以下のとおりである。 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝑒𝑒𝑖𝑖 

Y は 2020 年の外国人失業率であり、X は①2020 年社会的結束プロジェクトの連邦

表 2-1 記述統計量 

観測数 平均 標準偏差 最小 最大

外国人失業率 390 0.1447 0.0610228 0.049 0.348

社会的結束(2020)(百万) 390 0.4592 0.9102885 0 11.662

社会的都市(～2019)(百万) 390 4.8643 8.779211 0 108.9645

統合コース参加率 390 0.7046 0.0963181 0.4246 1.3854

ドイツ人失業率 390 0.0449 0.0179343 0.015 0.112

外国人比率 390 0.1090 0.0542445 0.0211 0.3666

1人あたり総付加価値額(対数) 390 10.4981 0.3380749 9.716374 12.1466

製造業付加価値額比率 390 0.3400 0.1122874 0.0535 0.8020

難民数(対数) 390 7.6250 0.9406042 5.1059 11.2542
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政府支援額、②2019 年までの社会的都市プロジェクトの連邦政府支援総額、③統合コ

ースへの参加率である。コントロール変数の𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖−1は、被説明変数とコントロール変数

が逆の因果関係になることを防ぐために、2019 年のデータを用いている。ただし、ド

イツ人失業率については同じ年のデータを用いている。 

推計の仮説は、「移民統合政策（社会的都市プロジェクト、統合コースへ）は移民の

失業率と負の関係にある」である。 

まず、社会的都市プロジェクトについて、「2020 年社会的結束プロジェクトへの連

邦政府支援額」は、当該年度の失業率への影響を推計する。そして、「2019 年までの

社会的都市プロジェクトの連邦政府支援総額」は、これまで支出されてきた支援総額

が 2020 年の失業率にどのような影響をもたらすのかについて推計する。 

「社会的都市プロジェクト」は、市民が主体となって実施されるものであり、自治

体、州政府連邦政府はあくまで支援だけの構図である。Fleischmann and Dronkers(2010)

や、Kislev(2017)は、移民政策、統合政策が外国人失業率に影響しないと主張している

が、彼らが指しているのは国家主導の移民政策、統合政策である。国家主導ではない

ことが「社会的都市プロジェクト」の特徴であり、「移民の社会統合を促進する」こと

が目的に掲げられていることからも、移民の失業率を下げる効果が期待される。 

従って、帰無仮説は「社会的都市プロジェクトの連邦政府支援額は、外国人失業率

に影響を与えない」となる。 

加えて、「統合コースへの参加」が失業率にもたらす効果について推計を行う。先行

研究で示された通り、受け入れ国特有の言語能力や文化への理解は外国人労働者の労

働市場での不利な立場を克服する効果を有している(Chiswick(1978))。統合コースは、

ドイツ語、ドイツ文化、歴史を学ぶことができるため、外国人労働者の不利な立場を

克服する効果を有していると考えらえる。よって、統合コースの参加率が高くなると

外国人失業率が低くなる可能性がある。 

従って、帰無仮説は「統合コースへの参加率は、外国人失業率に影響を与えない」

となる。 

 

2.5 多重回帰モデルの結果と考察 

Model1 は、コントロール変数の確認である。コントロール変数は前節の予想と概ね

整合的であり、外国人失業率に対して、ドイツ人失業率と難民数が正の関係、外国人
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比率が負の関係となっている。住民 1 人当たり付加価値額は、Model ごとで不安定な

がら、外国人失業率と負の関係となっており、予測と整合的である。この住民 1 人当

たり付加価値額が不安定な結果となったのは、労働需要の効果が労働需給のひっ迫具

合を代理するドイツ人失業率に吸収されたと考えられる。また、「第 1 次第 2 次産業

比率」が有意とならなかったのは、それが代理する地域特性と、「難民数」が代理する

地域特性に相関関係があり、効果が難民数に吸収されたと考えられる 79。両者ともに、

労働需給の質に関する変数であり、難民数を除いた推定では、「第 1 次第 2 次産業比

率」は有意水準１％において負で有意という結果となっている。 

地域特性を考慮した上で、ドイツ人失業率が 1 上昇すると、外国人失業率が 2.6 上

昇するという結果となっており、移民の就労が不安定であることは明らかである。こ

の外国人失業率に対する移民統合政策の効果を Model2 以降で検証していく。 

Model2 を見ると、2020 年社会的結束の連邦政府支援額が-0.006（有意水準 1％）と

なっており、帰無仮説が棄却された。統合コース参加率を加えた Model5 でも同様に、

1％水準で統計的に有意であり、帰無仮説が棄却されている。つまり、当該年度の「社

会的結束」の取り組みは、失業率を下げる効果を有していることが示唆されている。 

表 2-2 推計結果 
VARIABLES Model1 Model2 Model3 Model4 Model5 Model6

ドイツ人失業率 2.577*** 2.618*** 2.582*** 2.536*** 2.567*** 2.541***
(0.080) (0.080) (0.079) (0.085) (0.084) (0.084)

外国人比率 -0.328*** -0.343*** -0.334*** -0.324*** -0.340*** -0.331***
(0.036) (0.036) (0.035) (0.036) (0.036) (0.035)

1人当たり付加価値額(対数) -0.009* -0.007 -0.009 -0.009* -0.008 -0.009*
(0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005) (0.005)

第1次第2次産業比率 -0.009 -0.011 -0.010 -0.008 -0.010 -0.009
(0.013) (0.013) (0.013) (0.013) (0.013) (0.013)

難民数(対数) 0.021*** 0.023*** 0.023*** 0.021*** 0.023*** 0.023***
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)

社会的結束(2020) -0.006*** -0.006***
(0.002) (0.002)

社会的都市(～2019)総額 -0.000*** -0.000***
(0.000) (0.000)

統合コース参加率 0.021 0.028* 0.021
(0.015) (0.015) (0.015)

Constant -0.003 -0.030 -0.016 -0.009 -0.040 -0.022
(0.054) (0.054) (0.053) (0.054) (0.054) (0.053)

Observations 390 390 390 390 390 390
R-squared 0.818 0.824 0.824 0.819 0.825 0.825
Adj R-squared 0.816 0.821 0.822 0.816 0.822 0.822
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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建築基準法(Baugesetzbuch)§171e(2)で規定されている通り、社会的都市は、「経済状

況のためにその地域が著しく不利な状況にある(筆者訳)」地域が支援対象とされる 80。

つまり、「プロジェクト実施地区が、実施前から失業率が低い」という逆の因果関係に

ある可能性は低いと考えられる。 

Model3、Model6 では、2019 年までの社会的都市プロジェクトへの連邦政府支援総

額が、わずかながら 1％水準で統計的に有意と認められ、帰無仮説が棄却された。こ

れによって、当該年度の社会的都市プロジェクトの取り組みだけではなく、過去に実

施されてきた取り組みが、外国人失業率を下げる効果を有していることが示唆された。 

Model4 から Model6 において、統合コース参加率を Model1 から Model3 にそれぞれ

加えた分析を行っている。統合コース参加率は、Model5 においてのみ、10％水準で統

計的に有意であった。Model4 と Model6 では統計的に有意と認められず、帰無仮説が

採択された。 

統合コースへの参加率は、データの制約上、（参加者数／義務・権利を有する者）と

せざるを得なかった。そのため、先行研究でも指摘されてきた通り、統合コースの受

講自体が目的化しており、社会保障給付を受け取っている人に対して、「給付を満額受

け取りたい」というインセンティブが働き、彼らの参加率が高まった可能性が高い。 

以上のように、移民統合政策は、市民が主体となって実施する「社会的都市プロジ

ェクト」について一定の成果が確認された。他方、「統合コース」については、データ

の制約から、明確な成果を確認することはできなかった。 

次節では、ここで確認された「社会的都市プロジェクト」について、固定効果モデ

ルを用いて頑健性を確認する。「統合コース」については、データの性質上、パネルデ

ータにすることができないため固定効果モデルによる分析からは除外する。 

 

2.6 固定効果モデルによる頑健性チェック 

上記で用いたデータについて、2017～20 年のデータを都市固有番号によって突合し、

パネルデータを構築した。固定効果モデルを用いた線形回帰(OLS)を使用し、外国人失

業率に対する「社会的都市プロジェクト」の効果の頑健性を確かめる。 

推計式は以下のとおりである。 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝛽𝛽1𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖−1 + 𝑒𝑒𝑖𝑖 

𝛼𝛼𝑖𝑖は、未観測の都市特性であり、𝐶𝐶𝑖𝑖𝑖𝑖−1はクロスセクションと同じく、逆の因果関係
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を考慮した 1 年前のデータを用いたコントロール変数である 81。𝑋𝑋𝑖𝑖𝑖𝑖が説明変数である

当該年度の「社会的都市プロジェクト」連邦政府支援額である。 

コントロール変数は、「ドイツ人失業率」「外国人比率」「住民 1 人当たり付加価値

額」がクロスセクションの OLS と同様の結果となっている。ただ、「難民数」だけが、

クロスセクションではプラス、固定効果モデルではマイナスという結果となっている。

これは、クロスセクションでは観察されない地域特性と難民数が相関しておりプラス

となった一方で、パネルデータでは、難民が失業率の低い地域に流入しているという

逆の因果関係にあるためマイナスになったと考えられる。 

説明変数については、クロスセクション OLS と同様マイナスとなっており、当該年

度の「社会的都市プロジェクト」の連邦政府支援額は外国人失業率と負の関係にある

ことが確認された。 

 

むすびにかえて 

本章では、「市民的統合」の中心的政策である「統合コース」と「社会的都市プロ

ジェクト」が外国人失業率に与える影響について分析を行った。 

まず、分析に入る前に、様々な側面からみたドイツの移民の社会統合の現状につ

いて整理した。その中で、労働市場への女性参加が進んでおり、移民女性の社会進出

が見られた。他方、社会保障給付の受給者比率ではドイツ人と外国人の差が広がって

VARIABLES 外国人失業率

ドイツ人失業率 3.535***
(0.109)

外国人比率 -0.226**
(0.112)

1人当たり付加価値額(対数) -0.0362**
(0.0162)

第1次第2次産業比率 0.0254
(0.0393)

難民数(対数) -0.0169***
(0.00326)

社会的都市 -1.59e-06*
(8.82e-07)

Constant 0.513***
(0.151)

Observations 1,538
R-squared 0.972
Adj R-squared 0.962
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

表 2-3 固定効果モデル推計結果 
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いることが明らかになっており労働市場への統合の道のりはまだ遠い。 

また、教育の面でも、専門的資格を有する者の割合が上昇しているものの、難民

危機の影響で「学校卒業の証明書を持たない移民第 1 世代」が急増しているなど、成

果と課題が入り混じっている現状が明らかとなった。 

次に、クロスセクションデータを用いて、OLS の多重回帰モデルで分析を行っ

た。コントロール変数では、「外国人失業率」に対して、「ドイツ人失業率」と「難民

数」が正の関係、「外国人比率」や「住民 1 人当たり付加価値額」が負の関係である

ことが統計的に有意であると確認された。 

地域の労働市場の特性を考慮した上で、説明変数については 2020 年の「社会的結

束プロジェクト」の連邦政府支援額と 2019 年までの「社会的都市プロジェクト」の

連邦政府支援総額が外国人失業率と負の関係であることが統計的に有意であった。前

者は、当該年度の取り組みが失業率を下げる可能性、後者は過去の取り組みが失業率

を下げる可能性がそれぞれ示唆された。 

他方、「統合コース」については、2020 年の「社会的結束プロジェクト」の連邦政

府支援額を変数に入れた分析では有意であったものの、不安定な結果となっている。

これは、統合コースへの参加のインセンティブが「社会保障給付を受給する人」に対

してより大きく働いたことが影響していると考えられる。 

本来、統合コースへの参加の効果を分析するためには、ミクロデータを用いた分析

の方が向いていると言える。個人の言語の能力の向上、そして労働市場への統合とい

ったアウトカムの分析はマクロデータでは限界がある。今後、SOEP（Social Economic 

Panel Data）を用いた分析を進めることで、統合コースの成果については明らかにして

いきたい。 

そして最後に、「社会的都市プロジェクト」の効果について頑健性を確かめるため

に、固定効果モデルを用いて分析を行った。こちらでも、「社会的都市プロジェク

ト」は外国人失業率と負の関係にあることが統計的に有意であると認められた。 

ドイツが移民の社会統合に取り組み始めて、約 20 年が経った。本章の分析でも明

らかになった通り、市民が主体となって実施される移民統合政策は外国人失業率を下

げる効果を有していることが示唆された。また、教育の面でも、一定の成果が確認で

きた。しかし他方で、多くの指標で外国人とドイツ人の格差が未だ大きく残っている

ことも明らかになった。その大きな要因として考えられるのが難民危機である。あの
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未曾有の難民の大量流入によって、ドイツの移民の社会統合は大きく後退した。つま

り、移民の社会統合の成否は、移民統合政策だけではなく、移民の秩序ある受け入れ

にかかっているといえるだろう。 

57 Kogan(2006)は「柔軟な労働市場」の指標として、1999 年に OECD が開発した「Employment 
Protection Legislation Indicators」を用いている。（参照：OECD Indicators of Employment Protection、
https://www.oecd.org/els/emp/oecdindicatorsofemploymentprotection.htm (2021 年 12 月 7 日最終閲覧) 
58 Statistik der Bundesagentur für Arbeit, (2007,2021)、参照。  
59 松岡(2014) p.131、参照。  
60 しかし、ドイツ人女性も 64.3％から 76.6％と約 12％pt.上昇しており、ドイツ人女性と外国人女

性の労働力率の差は縮まっていないことは付言しておかなければならない。  
61 Statistik der Bundesagentur für Arbeit, (2008,2020) 
62 Statistisches Bundesamt (2021), Indikator 3.4: Erhöhung der Zahl der Personen mit (Fach-) 
Hochschulabschluss、参照。  
63 「学校卒業の証明書を持たない移民第 1 世代」の割合は、2014 年以降約 2 倍にまで上昇してい

る。(Statistisches Bundesamt (2021), Indikator 3.1: Senkung der Zahl der Personen ohne Schulabschluss、
参照。) 
64 教育を受けいている子どもや、ドイツ語能力が十分高い人は対象外となる。  
65 石川(2012) p.68、引用。  
66 Bundesamt für Migration und Flüchtlinge, Berichtzur Integrationskursgeschäftsstatistik für das Jahr 
2020, 2021 
67 小林(2009) p.127、引用。  
68 セグリゲーションを解消するために 6 つの課題が挙げられている。①市民参加②地域経済の活

性化③地区センター、地区事務所の設置④社会、文化、教育、余暇のインフラの整備⑤住宅の質

の改善⑥生活環境への配慮（石川(2012) p.5-12、参照）  
69 石川(2012) p.78、引用  
70 例えば、新保、太田(2020)が都市計画の分野でベルリン市の事例を取り上げている。  
71 石川(2012)は、トルコ系移民の社会統合というテーマで社会的都市プロジェクトを分析している

数少ない文献である。  
72 太田 ,他(2006) pp.60-61 参照。  
73 山本(2007) p.213、参照  
74 これ以降、特に断りがない場合、「社会的結束プロジェクト」と「社会的都市プロジェクト」を

合わせて「社会的プロジェクト」と呼ぶ。  
75 石川(2012) p.79、引用。  
76 石川(2012) p.93、引用。  
77 Fleischmann and Dronkers(2010) p.350、参照。  
78 統合コース参加率の最大値が 100%を超えているのは、権利を有していない人(日常会話以上のド

イツ語が話せる人)が参加していることを示している。権利を有していない人は、権利を有している

人が申し込んだ後で、枠が余れば参加することが可能となる。  
79 「難民数」を除いた分析においては，「第 1 次第 2 次産業比率」が 1％水準で有意となってい

た。  
80 Baugesetzbuch(BauGB) §171e Maßnahmen der Sozialen Stadt、引用。  
https://www.gesetze-im-internet.de/bbaug/BJNR003410960.html (2021 年 12 月 5 日最終閲覧) 
81 ここでも、クロスセクションと同様、「外国人失業率」のみ同じ年のデータを用いている。  
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第 3 章 技能実習制度の変遷と新たな在留資格「特定技能」 

―技能実習制度と特定技能は接続可能か― 

はじめに 

2020 年 4 月 17 日法務省は新型コロナウイルス感染症の影響を受けて「技能実習生

等に対する雇用維持支援」に関する文書を発表した 82。具体的内容は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により実習の継続が不可能になった技能実習生、特定技能外国人

に対して、最大 1 年間「特定活動」で就労することを認めた。これまでは、実習が継

続不可能になった場合、同一職種に限って、実習先の変更が認められてきた。しかし、

今回の措置は、従前の実習とは異なる分野、特に、人手不足が深刻な農業や介護分野

への変更が可能となっており、緊急措置だとしても、新型コロナウイルス感染症によ

る技能実習への影響は大きいと考えられる。 

また、技能実習生が来日できないことによる人手不足も様々な産業で報告されてお

り、技能実習制度が日本の労働市場に組み込まれていることが改めて浮き彫りとなっ

た。 

これまで技能実習制度は、経済学のみならず、社会学や法学まで広い分野で研究さ

れ、多くの課題が指摘されてきた。その多くは、技能実習制度の本来の目的と現実が

乖離していることに起因する。技能実習制度の本来の目的は「技能移転による国際貢

献」であるが、実際には「労働力供給システム」として機能していることが多くの研

究者によって指摘されてきた 83。そして、技能実習生に関する様々な課題や問題が明

らかにされてきた。ここでは、簡単に各分野からの研究成果を整理しておきたい。 

経済学の分野では、志甫(2007)が、賃金が低い産業で外国人研修生比率が高い傾向

を明らかにしている。橋本(2010)は、同じ産業内でも、賃金が低い企業で外国人研修生

が活用される傾向が見つかった一方で、外国人研修生を活用しながら、日本人従業員

に対しては地域・産業の平均よりも高い賃金を提示する企業も一定数あることを明ら

かにしている。 

社会学の分野では、上林(2009)が、在留資格「研修生」が創設された 1982 年から 2009

年までを 3 つの時期区分で整理し、技能実習制度が日本社会に定着してきた過程を整

理している。そして、技能実習制度は研修生制度から徐々に外国人労働者の一時的受

け入れ制度へと変化していったとまとめている 84。 

法学での分野では、小野寺(2015)が技能実習制度の「長時間労働」や「パワハラ・セ
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クハラ」等の人権問題や「最低賃金違反」等の労働関連法規に関する課題を整理して

いる。また、大重(2016)は、実際にあった事例（「賃金の不当控除」「労働災害」等）か

ら、技能実習制度の課題を整理している。 

技能実習制度全体に関する議論では、上記のように「制度本来の目的」と現実の実

態との乖離を指摘するケースが目立つが、具体事例の研究においては技能実習制度の

趣旨を理解し、技能移転に真摯に向き合う前向きな取り組みを取り上げている研究成

果も少なくない 85。 

本稿は、これまでの技能実習制度に関する議論を総括し、技能実習制度の現状を明

らかにすることが目的である。技能実習制度は 1990 年に大枠ができてから何度も法

改正が行われてきた。その過程で解決された問題と、現在も取り残されている課題を

整理しておきたい。 

第 1 節では、技能実習制度の変遷を 3 つの時期に分けて整理した上で、2017 年に施

行された「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（以下、

技能実習法）」について解説する。第 2 節では、「技能移転」を掲げる技能実習と人手

不足解消のための「特定技能」の関係性について整理する。そして、第 3 節において、

先行研究で指摘されてきた技能実習制度の課題の中で、今なお残されている課題につ

いて検討する。 

 

3.1 技能実習制度の変遷 

 3.1.1 技能実習制度以前（～1992 年） 

1960 年代から日本企業の海外現地法人などの社員教育として行われていた研修制

度が、技能実習制度の起源とされる。それ以前から、国際協力活動の一環で、「招聘型」

協力活動は外務省の外郭団体を通じて行われていた 86。民間企業による研修事業も、

発展途上国側からの要請に対応するという側面が強かった。当時の研修生の受け入れ

は、海外現地法人を持つような大企業が中心であり、現地事業所の生産性向上や、周

辺の産業社会への社会貢献を目的とする受け入れが目立った 87。つまり、技能実習制

度の前身である、「外国人研修制度」は日本国内の人材不足を補うという文脈で始まっ

たものではない。 

一方、中小企業には、海外生産拠点を持つような企業が少なかったため、外国人研

修生を受け入れるチャンネルを持ち合わせていなかった。しかし、大企業と比較する
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と 3K の職場が多い、賃金が低い等、中小企業の労働条件は相対的に悪かったため、

国内で若年者の雇用確保が困難になってきていた。そこで、中小企業が人手不足の解

決策として着目したのが、「外国人研修生制度」であった 88。当時はまだ、「中小企業

による外国人研修生の受け入れ」が制度として整備されていなかったため、中小企業

の自助努力によって現在の「技能実習制度」が形作られた 89。 

1986 年からの「バブル景気」の影響で労働需給が逼迫すると、中小企業で人手不足

がより深刻化するようになる。そして、産業界からの強い要請もあり、1990 年に法務

省告示により「団体監理型」の技能実習生の受け入れを認め、現在の技能実習制度が

始まった。この経緯について、上林(2009)は、国会での議論を経ず、日本社会での合意

形成がなされないまま、法務省告示によって技能実習制度を整備したことで、現在ま

で賛否両論が継続していると指摘している 90。 

3.1.2 研修生期（1993 年～2009 年） 

1993 年「技能等の移転を図り、その国の経済発展を担う人材育成を目的」として、

技能実習制度が創設された。当初は、在留資格「研修」で 1 年間技術を習得し、その

後 1 年間「特定活動」でその技術を向上させるという 2 段階であった。1997 年の法改

正によって「特定活動」の期間が 2 年に延長され、最長 3 年間の技能実習が可能にな

る。 

当時の技能実習制度において重要な役割を果たしたのが、国際研修協力機構（JITCO）

である。JITCO は技能実習生の受け入れに関して、書類作成の支援や研修、技能検定

を提供する総合サービス機関であるとともに、監理団体や実習実施機関の実習状況を

監督・指導するチェック機関でもあった 91。 

この研修生期特有の問題点は、在留資格「研修」にあったことが明らかにされてい

る。 

入国から 1 年間は、「研修生」として受け入れられるため、労働者とみなされず、労

働関連法規の対象から外れていた。この頃の研修生が受け取っていたのは、生活実費

としての研修手当だった。研修手当は、平均で 63,800 円（2006 年）程度であり、1 時

間当たりの手当ては約 300 円と、最低賃金よりも低かった。 

しかし、実際には、他の日本人労働者と変わらない労働に従事しているケースが多

く、禁止されている残業をする問題等が見受けられた 92。なお、研修生は労働に対す

る報酬を受け取ることはできないので、残業手当を支払うことは禁止されていた。つ
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まり、使用者にとっては、最低賃金以下の賃金で、働かせ放題だった。 

制度上、「研修生」は労働者とはみなされず、労働者保護の対象から外れていたにも

かかわらず、研修生保護のための立法がなされていなかったことが大きな問題であっ

た 93。 

3.1.3 技能実習生期（2010 年～） 

2010 年に入管法が改正され、在留資格「技能実習」が創設される。「技能実習 1 号

（1 年間）」「技能実習 2 号（2 年間）」の在留資格の下、労働者として仕事に従事でき

るようになった。これは、上述の研修と実務の境界が曖昧だとの指摘を受けた措置で

ある。これによって、技能実習生の立場がより明確になり、最低賃金や社会保険が適

用されるなど、労働関連法規の対象となった。これ以降、技能実習生の賃金に関する

問題点は、「技能実習制度」に内在する課題から、労働関連法規に関する問題に移行し

た。 

他の主な変更点は、3 点ある。まず、入国直後から「労働者」として扱うと「技能実

習」としての性質が薄れるため、入国後 2 カ月間の座学による講習が新たに義務付け

られた。2 点目は、監理団体が技能実習期間すべてを監理することや、3 カ月に 1 回以

上監査する義務など、監理団体の業務が拡大された。3 つ目が、受け入れ停止期間の

延長等、不正行為への罰則強化である。 

技能実習について実証分析した先行研究としては、西岡（2004）、橋本（2010）、志

浦（2012）、佐伯（2014）があげられるが、使用しているデータはすべて「研修生期」

のものである。上記のように、2010 年の入管法改正によって技能実習生が労働者とし

て扱われるようになり、大きく転換した。そのため，これまでの実証研究は「最低賃

金以下で働かせ放題」という特性を持った「研修生」としての分析だったといえる。

「労働者」として採用される技能実習生の労働条件や，彼らを採用する産業の特徴等

を明らかにするためには，2010 年以降のデータを用いて分析を行っていく必要がある。 

3.1.4 技能実習法 

2017 年 11 月に施行された「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護

に関する法律（以下、技能実習法）」は、3 つの点で受け入れプロセスを明確化し、こ

れまでの不明瞭な技能実習制度から軌道修正を図った法律である。 

1 点目は、送り出し国との 2 国間の「協力覚書」の締結である。2017 年 6 月 6 日に

日本政府とベトナム政府との間で初めての協力覚書が署名され、それ以降 14 か国と
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協力覚書に署名している。協力覚書を締結した国は、移行期間が過ぎた後、“認定を受

けた送出機関”からのみ、技能実習生を受け入れることができる。また、送り出し政府

は、日本が提示した「認定基準」に基づいて、認定、認定取り消しを適切に行うこと

が取り決められている 94。 

この協力覚書によって解決が期待されるのは「保証金」の問題である 95。実習生の

中には、多額の借金をして保証金を払う者もおり、これが業務従事の強制等に繋がる

と考えられている 96。そのため、日本は、2010 年の入管法改正によって、保証金徴収

の一律禁止を決めていたが、日本以外のアジアの国ではこれを禁止している国は少な

く、当該国の送出機関に理解してもらうことが困難であった 97。特にベトナムでは、

労働傷病兵社会省の決定によって、仲介手数料等とともに、保証金の上限額が定めら

れており、保証金を預かることが一般的であった 98。以上のような問題に対し、送り

出し国としての責任を明確にするという点で、協力覚書の締結は大きな意義を有して

いる。 

2 点目が、実習実施機関や、監理団体に対して、強制力をもって監督・指導するこ

とが可能な外国人技能実習機構（OTIT）の創設である。 

従前の制度では、監理団体や実習実施機関の監督・指導を国際人材協力機構（JITCO）

が巡回して行っていた。しかし、吉田(2012)も指摘するように、JITCO には監査・指導

の強制力がなく、法的効力のある勧告ができないこと等の問題点があった 99。また、

本来は 1 次受入機関である監理団体が、職業安定法に基づいて、職業紹介事業の認定

を受ける必要があり、実質的にはただの仲介業者として扱われていたなど、受け入れ

体制に不透明な部分が多くあった。 

OTIT が創設されたことで、強制的に実態を調査することが可能となり、直接、主務

大臣（法務大臣、厚生労働大臣）から改善命令、業務停止などの措置をとることが可

能となった。さらに、後述の「監理団体の許可制」という規定も、OTIT が設立された

ことによって、技能実習制度として監理団体を規制することが可能になったと言える。 

3 点目は、受け入れ体制への規制強化と優良機関への優遇措置である。 

受け入れ体制への規制強化としては、まず、監理団体の設立が申告制から許可制へ

と変更され、OTIT の許可を受けなければ技能実習生の受け入れができなくなった 100。

これにより、監理団体の不正行為に対し、許可の取り消しなどのより厳しい対応が可

能となった 101。次に、「実習実施者」は、技能実習計画を策定し、外国人技能実習機
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構に認定を受けなければならなくなった。以前は、在留資格認定の際に合わせてチェ

ックを行っていたが、技能実習法では事前に別途認定を受けることが求められる。認

定を受けた計画に違反があった場合は、認定の取り消し等の対象となる。 

優良機関への優遇措置としては、監理団体に「一般監理団体」と「特定監理団体」

という分類が導入された。「一般監理団体」は、優良監理団体として「技能実習 1 号、

2 号」に加えて、「技能実習 3 号」の受け入れも可能になり、最長 5 年間の技能実習生

の受け入れが可能となった。この「一般監理団体」の許可を受けるには、監査体制や、

技能試験の合格率といった要件が課される。また、実習実施者も監理団体と同様に、

優良な実習実施者の要件を満たせば、「技能実習 3 号」の受け入れが可能となり、より

長期間技能実習生の確保が可能となった。また、人数枠についても、優良な実習実施

者は適正な技能実習が実施できる範囲で、通常の 2 倍程度の受け入れが可能となる。 

このように、技能実習法は、監理団体や実習実施者により明確な責任を負わせると

同時に、優良な団体及び企業に対しては優遇する等「飴と鞭」の両面を持っていると

言える 102。 

以上の 3 点から、技能実習法によって技能実習生の受け入れプロセスについて、責

任の所在が明確になるなど大きな改善がみられる。 

以上のように、技能実習制度の前身である、「外国人研修制度」は、純粋に国際貢献

を目的として始まったことが分かる。しかし、1980 年代後半以降、日本国内の人手不

足を解消するために制度の改正が繰り返された。そして、時限的な緊急措置だとはい

え、「技能実習制度」の延長線に 2015 年に「外国人建設就労者受入事業」が人手不足

を理由に整備され、2019 年には「特定技能」が整備された。これによって、技能実習

本来の「国際貢献」という目的と現実の実態の乖離が深まっている。 

 

3.2 新たな在留資格「特定技能」 

2018 年 12 月に「出入国管理及び難民認定法」が改正され、新たな在留資格「特定

技能 1 号、2 号」が整備された。「生産性向上や国内人材確保のための取組を行っても

なお，人材を確保することが困難な状況にあるため，外国人により不足する人材の確

保を図るべき産業上の分野」（14 分野）において、5 年間で最大 345,150 人の「特定技

能」外国人の受け入れを想定している 103。 

橋本(2015)は、2015 年に 5 年間の時限措置として開始された「外国人建設就労者受
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入事業」について、人手不足を理由に外国人労働者を受け入れた初めての制度であり、

「日本の外国人労働者受入政策の転機だったと想起されることもあるかもしれない」

と評価している 104。つまり，時限措置ではなく、恒久的な制度として人手不足解消を

目的に掲げた制度は「特定技能」が初めてであり、「特定技能」が整備されたことによ

って、日本の外国人労働者の受け入れ方針は大きく変化したといえる。 

日本は、外国人労働者受け入れの基本的な考え方として、「専門的・技術的分野の外

国人」を積極的に受け入れる一方で、「上記以外の分野の外国人」つまり非熟練労働者

については、「十分慎重に対応」するとしている 105。図 2-1 にある通り、「特定技能」

は、非熟練労働者とは一線を画しながらも、「専門的・技術的分野」を下方に拡大して、

従来の「専門的・技術的分野の外国人」よりも下位に位置づけられていることが分か

る。 

2019 年 4 月から受け入れが開始され、1 年以上が経った 2020 年 9 月末の特定技能

外国人 8,769 人のうち、約 9 割の 7,348 人が技能実習修了者である（表 2-1）。産業別

には、長年技能実習生を受け入れてきた産業では、「技能実習ルート」での受け入れが

多い。一方、最近「技能実習 2 号移行対象職種」に追加されたあるいは、まだされて

いない産業では、「試験ルート」での受け入れが多くなっている。このように、特定技

能外国人の受け入れは、非熟練労働者との差別化が図られてはいるものの、実質的に

は「技能実習の延長」としての制度である 106。 

図 3-1 

(出典)法務省入国管理局(2019)「新たな外国人材の受入れについて」参考に筆者作成 
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佐藤(2019)は、技能実習から特定技能への移行という外国人労働者の受け入れシス

テムについて、「能力開発志向型の受け入れシステム」であるとし、日本型「移民政策」

の特徴だとまとめている。そこには、労働生産性の向上が目指されていると同時に、

外国人依存に対する日本社会の根強い抵抗があると指摘している 107。 

しかし、「技能実習」の建前上の目的は、「技能移転による国際貢献」である。つま

り、技能実習生は、実習修了後は帰国し、習得した技能を母国で活用することが前提

とされる。一方の、「特定技能」は人手不足に対応するために「即戦力となる外国人を

受け入れていく仕組み」である 108。「特定技能 2 号」は家族の帯同が可能であり、更

新回数の制限もないため、外国人の定住・永住を視野に入れているといえる。帰国が

前提とされるべき「技能実習」の延長として、労働力確保のための「特定技能」が存

在していることは論理的に矛盾している 109。 

また、佐藤(2019)自身が指摘するように、送り出し側の利益と損失に向き合うこと

が受け入れ側の責任であるとすれば、「技能実習」が「能力開発志向型受け入れシステ

ム」の一端であるとの主張は矛盾をはらむ。なぜなら、「技能実習 2 号を良好に修了し

た者」という条件は、労働者の選別であり、優秀な労働者の引き抜きである。「技能移

転による国際貢献」を大義として掲げておきながら、優秀な労働者を引き抜くシステ

ムとして「技能実習」を位置づけることは、受け入れ側の利益だけを考えたものであ

り，「受け入れ側の責任」を無視している。 

 

表 3-1 産業別・ルート別特定技能外国人労働者数（2020 年 9 月末

（出典）出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数の公表」より筆者作成 

合計 試験ルート 技能実習ルート 検定ルート EPAルート

合計 8,769     1,326               7,348               3                    92                  

介護 343       251                 -                    -                    92                  

ビルクリーニング 112       36                  76                  

素形材産業 712       -                    712                 

産業機械製造業 774       -                    774                 

電気・電子情報関連産業 378       -                    378                 

建設 642       -                    641                 1                    

造船・船用工業 213       -                    213                 -                    

自動車整備 90         1                    87                  2                    

航空 12         12                  -                    

宿泊 51         51                  

農業 1,306     3                    1,303               

漁業 110       -                    110                 

食品製造業 3,167     113                 3,054               

外食 859       859                 -                    
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3.3 残された課題 

 3.3.1 帰国後の就労 

OTIT が帰国後の実習生に対して毎年実施している「帰国後技能実習生フォローア

ップ調査」を用いて、「帰国後の就職状況」について見ていく 110。 

帰国後、「雇用されて働いている」「雇用されて働くことが決まっている」「起業して

いる」と回答した人は、46.2％となっている。2013 年度の調査では、66.5％となって

おり、2018 年度は母国で就労する割合が低下している 111。これは、2015 年に開始さ

れた「外国人建設就労者受入事業」と 2017 年に新設された「技能実習 3 号」が大きく

関係していると考えられる。2018 年度の調査では、「技能実習 3 号で戻る（12.8％）」

「建設（造船）特定活動で戻る（1.5％）」との回答があった。つまり、母国で就労する

以外に、「日本で引き続き働く」という新たな選択肢が増えたことが分かる。 

2014 年以降「従事する仕事の内容」が「実習と同じ」と回答している割合が減少

（56.5％→48.2％）し、「実習と異なる仕事」と回答する割合が上昇（14.4％→23.6％）

している。職種別に見ると、「建設関係」で「実習と異なる仕事」と回答しているのは

33.8％で、他の職種よりも高くなっている。 

惠羅（2018a）は、自身のフィールドワークをもとに、ベトナムからの建設分野への

技能実習生の送り出しについて、3 つの問題点を挙げている。まず、人手不足の建築

現場で即戦力として受け入れられること。次に、帰国後のキャリア形成に技能実習と

の連続性が見られないこと。そして 3 つ目が、「建設関係」のような魅力のない産業の

応募者が少ないことである。さらに、惠羅（2018b）では、送り出し機関へのインタビ

ュー調査で、建設関係の技能実習生は、帰国後の就職先が少ないことを明らかにして

いる。 

「技能移転による国際貢献」を目的に掲げている以上、実習生の母国でどのような

技能が必要なのかについてはもっと議論する必要がある。 

3.3.2 技能実習生の転籍禁止 

技能実習制度では、技能実習が一貫した計画の下で実施されるように、実習実施機

関の変更が原則禁止されている。実習実施機関の変更が認められるのは、実習先の倒

産や不正行為等、技能実習生の責任ではなく実習が継続不可能になった場合だけであ

る。つまり、どんな実習先であろうと不正行為が認められない場合は、実習先を技能

実習生の意思では変更できない。橋本（2015）は、転籍の禁止が、技能実習生の賃金
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体系に昇給がないことや、最低賃金に近い金額にとどまっている要因だと指摘してい

る 112。 

この問題には、技能実習制度特有の「受け入れ費用」の問題が関係している。実習

実施機関は、技能実習生の受け入れに関する費用約 30～40 万円を負担しなければな

らない 113。費用の内訳で金額が大きいものは、渡航費約 10 万円、講習費用 7～14 万

円、講習手当 5～10 万円となっている。講習は、「技能実習 1 号」の活動予定時間の

1/6（320 時間）と決められており、講習内容は主に「日本語」「日本での生活に関する

一般知識」である 114。本来であれば、労働者本人が負担すべき費用（渡航費、講習費

用）や発生しない費用（講習手当）を実習実施機関が負担する構造になっている 115。

入国後、技能実習生がすぐに転職可能な場合、上記費用の回収が困難になることが予

想されるため、技能実習生の転籍は原則認められていない。 

低賃金や過酷な労働環境でも「転籍」することが原則できない技能実習生は、企業

側からすると、1 度受け入れると 3 年間は辞めることなく働いてくれる安定的な労働

力とみなすことができる。また、技能実習生自身も、技能実習制度を出稼ぎの一環と

捉えている人も少なくないため、少しでも多く残業をして、残業代をもらうことが目

標となる 116。つまり、「安定的労働力」であるとともに、自ら進んで残業をしてくれ

る労働者として技能実習生は日本人労働者よりも「使い勝手の良い労働力
．．．．．．．．．．

」であると

いえる。 

日弁連は、「保証金の徴収」と「転籍禁止」は労働条件の悪い職場に技能実習生を縛

り付ける制度だとして、両者の改正を訴えている 117。 

3.3.3 失踪者、不法残留者 

「技能実習」における失踪者と不法残留者の問題は、両者とも不法行為であり、同

列に議論されることがある。しかし、失踪者は「技能実習計画」の途中で行方不明な

った実習生のことを指す。他方、不法残留者は在留期間を超えて日本に在留する問題

である。前者は、「実習実施機関の不法行為」等の様々な理由で失踪するのに対し、後

者は技能実習期間後も引き続き日本で稼得目的で就労するという異なる問題である

118。 

失踪者の問題には、これまでに整理してきた「保証金」と「転籍禁止」が大きく関わっ

ている。実習実施機関に不満のある技能実習生は、実習先の変更が原則禁止されているの

で、実習を中断する場合、「帰国」しなければならない。しかし、技能実習の途中で帰国す
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ると「保証金」が返金されず、借金だけが残ってしまうため、「帰国」という選択肢は考え

られない。だから、あえて「失踪」せざるをえないわけである。つまり、実習先の「転籍

禁止」と「保証金」の問題が、「失踪」の多発という問題につながっている。 

法務省のまとめでは、2018 年中に失踪した技能実習生の数は 9,052 人となっており、

2014 年の 4,847 人からほぼ倍増している。しかし、技能実習生数も 155,206 人から

274,233 人へ増加しており、技能実習生数に対する失踪者数の割合は、3％前後で推移

している 119。国籍別に失踪者数を見ると、ベトナム人が 3,751 人で最大となっている。  

在留資格「技能実習」の不法在留者は、2019 年 1 月の時点で、9,366 人となってお

り、2015 年 1 月の 4,679 人から倍増している。9,366 人のうち、ベトナム人が 6 割以

上を占めている。 

ベトナム人の失踪者が多いことは日本に限ったことではなく、韓国ではベトナム人

の失踪者数が多いことから、ベトナム人労働者の受け入れを中止したこともある。ベ

トナムの労働者送り出しシステムにおける問題点は、「保証金」とともに、「送り出し

機関の過当競争」があげられている。石塚（2018）は、送り出し機関が急増すること

によって、送り出し機関の質にばらつきが出る等の問題が生じる可能性に言及してい

る 120。ベトナム国内で様々な対策が講じられているが、その効果は限定的だと考えら

れている 121。 

3.3.4 「技能移転」か「人手不足解消」か 

技能実習制度が掲げている建前上の目的は「技能移転による国際貢献」である。し

かし、実際には、人手不足解消のための制度として活用されており、建前と現実の乖

離が指摘され続けてきた。佐藤(2019)は、送り出し側へのメリットを受け入れ側がし

っかり考えなければならないと指摘し、国際貢献という建前を「欺瞞」と片付けるの

ではなく、「簡単には放棄しえないグローバルな正義として理解されていた」とまとめ

ている。 

しかし、「特定技能」の前段階に優良労働者の選抜システムとして「技能実習制度」

を位置づけるのは、果たして「グローバルな正義」と言えるのだろうか。それは、「必

要ない労働者は帰国」という、受け入れ側にとってのみ都合の良い制度ではないだろ

うか。人手不足解消が目的の「特定技能」が「技能実習」の延長に置かれたことで、

「技能移転による国際貢献」という建前と「人手不足解消の為の労働供給システム」

という現実の乖離が一層深刻になっている。 
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むすびにかえて 

本章では、技能実習制度の変遷と残された課題について、政府が発表した資料と先

行研究を用いて整理してきた。2010 年代後半に入り、「技能実習法」の制定、「特定技

能」の創設等、技能実習制度に関連する改正が相次いだ。しかし、技能実習制度自身

の問題点がすべて解決されたとは言えない。 

これまでに多くの先行研究で指摘されてきた通り、技能実習制度の最大の問題は、

「目的と現実の乖離」である。「技能移転による国際貢献」という建前に固執すること

よって、これまでに解消されてきたもの含めて、多くの課題が生じる結果となってい

る。 

第 1 節で見たように、「団体監理型」の受け入れが始まったのは、中小企業が「人手

不足」を解消するための自助努力の結果である。つまり、「国際貢献」とは異なる文脈

から生じた「労働者供給システム」だったと言える。そして、1993 年に「技能実習制

度」が成立した時点から本来の目的からの乖離が進んでいる。それ以降、技能実習制

度が適正に活用されるように法改正が繰り返されてきた。しかし、人材不足の職種で

受け入れが増加していることや、給与体系の問題等、今なお、「労働者供給システム」

として利用されている可能性が高い。今後、2010 年以降のデータを用いた実証分析や、

技能実習生自身への調査を通して、技能実習制度が「労働力供給システム」として利

用されている実態を明らかにしていく必要がある。 

それでも、法改正を重ねてきたことで、一部の問題点は改善されつつあることは、

本章で明らかにしてきた。特に 2017 年に施行された「技能実習法」において、送り出

し国との 2 国間「協力覚書」が定められたことは大きな意味を持っている。「協力覚

書」を締結したことが、送り出し国での技能実習制度に対する理解を深め、適正な送

り出しシステムを構築する土台となることが期待される。 

他方、「特定技能」との関係では、人手不足解消を目的とする「特定技能」が技能実

習制度の延長として創設されたことを確認した。佐藤(2019)は、「日本の土壌に根づい

た」制度であると評価しているが 122、受け入れ側の都合だけを考えた制度設計になっ

ている。人手不足を解消するための制度を整備するのであれば、技能実習制度とまっ

たく別の制度とする必要がある。 

その際には、ドイツが 20 世紀に採用した単純労働者の受け入れ制度ではなく、一定
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水準以上のスキルを持った労働者を受け入れることがその後の社会統合を容易にする

と考えられる。そういった意味では、「特定技能」を受け入れる際に、技能試験が課さ

れている点は外国人労働者の受け入れ制度として評価できる。 

これまで、「技能実習の拡充」によって、人手不足に対応してきたが、技能実習制度

に固執するのではなく、外国人労働者の受け入れ制度を根本的に改革する必要が唱え

られている。 

82 法務省 「新型コロナウイルス感染症の影響により実習が継続困難となった技能実習生等に対す

る雇用維持支援（概要）」http://www.moj.go.jp/content/001319049.pdf （最終閲覧 2020 年 4 月 28
日）  
83 志浦(2012)、橋本(2010)、上林(2009)等  
84 上林(2009)p.59、参照。  

この整理について、竹田(2019)は、技能実習制度が外国人の単純労働者の受け入れを志向する労

働行政とそれを認めたくない入国管理行政との「妥協的産物」であり、制度の変遷とともに労働

行政が徐々に優越してきたと指摘している(竹田(2019)p.123、参照。) 
85 例えば、二階堂(2019)の事例では、農業法人がベトナムに農業研修所を設立する等の貢献をして

きたことが紹介されている。  
86 佐野(2002) p.2、参照。  
87 佐野(2002) p.3、参照。  
88 上林(2009)の「岐阜県日中友好研修生受入協同組合連合会」や、佐野(2002)の「協同組合川口鋳

物海研会」がその先駆けとして知られている。  
89 上林(2009) p.45、参照。  
90 上林(2009) p.48、参照。  
91 2017 年の「技能実習法」の施行に伴い、外国人技能実習機構(OTIT)が創設されチェック機能は

OTIT に移管された。  
92 現場で、労働に近い「実務研修」は可能だが、「残業」は禁止という線引きを理解してもらうこ

とが困難だった。（吉田(2012) p.219-220 参照。）  
93 外国人研修生問題弁護士連絡会『外国人研修・技能実習制度の法改正に対する意見書』  p.3、
参照。  
94 石塚(2018)も指摘している通り、ベトナム労働傷病兵社会省の「保証金」に関する決定は今も効

力を持っており、「協力覚書」の実効性については、今後調査が必要である。  
95 「保証金」は、送出機関が実習生の失踪予防や失踪した場合の損害賠償担保として預かる金銭

のこと（大重(2016) p.285、参照。）。  
96 OTIT「技能実習制度運用要領 第 6 章 技能実習生の保護」参照。
https://www.otit.go.jp/files/user/docs/%E7%AC%AC%EF%BC%96%E7%AB%A0%E3%80%80%E6%8A
%80%E8%83%BD%E5%AE%9F%E7%BF%92%E7%94%9F%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%AD%B7.p
df (2021 年 6 月 16 日最終閲覧) 
97 吉田(2012) p.216、参照。  
98 石塚(2018) pp.109-110、参照。  
99 吉田(2012) p.209、参照。  
100 技能実習法制定前は申告制だった代わりに、職業紹介事業を営むものとして、職業安定法上の

許可を受けるか、届出を出す必要があった。  
101 監理団体の不正行為については、「2-1 受け入れプロセス」において詳しく論じる。  
102 佐藤(2019) p.253、参照。  
103 出入国在留管理庁「新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組」より引用。  
104 橋本(2015) p.80、参照。  
105 厚生労働省「資料 1-1 第 9 次雇用対策基本計画(抄)、参照。  
https://www.mhlw.go.jp/topics/2002/07/dl/tp0711-1a1.pdf (2021 年 6 月 16 日最終閲覧) 
106 特定技能外国人は、一定水準以上の技能と日本語能力を有していることが求められ、試験に合

格する必要がある。ただし、「技能実習 2 号」を修了した外国人は日本語試験、技能試験の両方が

免除される。  

                             

http://www.moj.go.jp/content/001319049.pdf
https://www.otit.go.jp/files/user/docs/%E7%AC%AC%EF%BC%96%E7%AB%A0%E3%80%80%E6%8A%80%E8%83%BD%E5%AE%9F%E7%BF%92%E7%94%9F%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%AD%B7.pdf
https://www.otit.go.jp/files/user/docs/%E7%AC%AC%EF%BC%96%E7%AB%A0%E3%80%80%E6%8A%80%E8%83%BD%E5%AE%9F%E7%BF%92%E7%94%9F%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%AD%B7.pdf
https://www.otit.go.jp/files/user/docs/%E7%AC%AC%EF%BC%96%E7%AB%A0%E3%80%80%E6%8A%80%E8%83%BD%E5%AE%9F%E7%BF%92%E7%94%9F%E3%81%AE%E4%BF%9D%E8%AD%B7.pdf
https://www.mhlw.go.jp/topics/2002/07/dl/tp0711-1a1.pdf
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107 佐藤(2019) p.226、参照。  
108 出入国在留管理庁「新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた」  
109 この点については、在留資格「特定技能」の創設をめぐる国会での審議の際にも問題点として

あげられている。（布尾(2019) p.120、参照。）  
110 2016 年以前は、JITCO が実施していた。  
OTIT(2019)「平成 30 年度帰国後技能実習生フォローアップ調査（概要）」

https://www.otit.go.jp/files/user/191001-02.pdf （最終閲覧 2020 年 5 月 1 日）  
111 2013 年度の調査では、「元の会社で仕事をしている、又は、働く予定である」等、同一の選択

肢ではないので単純比較はできないことに留意する必要がある。

https://www.jitco.or.jp/about/data/chousa_houkoku/followup_report_2013.pdf （最終閲覧 2020 年 5 月 1
日）。  
112 橋本(2015) p.84、参照。  
113 ITE 事業協同組合 http://www.ite-kk.com/hiyou.html （最終閲覧 2020 年 5 月 10 日）参照。  
114 来日前に、母国で 160 時間以上の講習を受けた場合は、日本での講習は、160 時間に短縮され

る。（JITCO「講習の日本語ガイド」参照。）  
115 ドイツでは、ドイツ語ができない外国人には、自己負担で（減免規定あり）「統合コース（ド

イツ語、ドイツの文化・歴史）」を受講することが義務付けられている。  
116 グエン(2013) pp.27-28、参照。  
117 「保証金の徴収」については、2009 年「外国人研修・技能実習制度の法改正に対する意見

書」、「転籍禁止」については、2011 年「外国人技能実習制度の廃止に向けての提言」を参照。  
118 技能実習中に失踪し、在留期間を経過した者は、「失踪者」にも「不法在留者」にもカウント

されるため、両者が無関係だということではない。しかし、筆者が 2015 年に複数の監理団体にイ

ンタビュー調査した中では、「来日してしばらくしてから」と「技能実習終了直前」のタイミング

での「失踪者」が多いという話があった。  
119 法務省 技能実習制度の運用に関するプロジェクトチーム（2019）「調査・検討報告書」P.49、
参照。  
120 石塚(2018) pp.105-106、参照。  
121 石塚(2018) pp.114-115、参照。  
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第 4 章 日本に暮らす外国人が抱える生活問題 

―生活保護の受給実態から見る諸問題― 

はじめに 

2020 年 12 月時点で日本には約 290 万人の外国人が滞在しており、新型コロナウイ

ルス感染症の入国制限の影響で前年同月比では減少しているものの、過去最高水準と

なっている 123。国内に在留している外国人の数が増える一方で、政府は「日本は移民

を受け入れない」というスタンスを変えておらず、「移民政策」と呼べるものが日本に

はない。外国人を直接規制している法制度は「出入国管理及び難民認定法」だけであ

り、それに応じて、外国人に関する議論は「誰をどのように受け入れるのか」といっ

た「受け入れ」に関するものが多い。2010 年前後から「共生」「共生社会」といった議

論が増えているが、こちらは比較的最近の議論である。 

そして、日本で暮らす外国人の生活、特に、社会保障制度に関する議論は比較的少

ない。先行研究では、これまで、法学分野で国際条約や過去の判例を用いて、外国人

に対する社会保障の適用範囲に関する議論が多く存在する。高藤(1987,2001)は、社会

保障に関する国際条約と日本の国内法制を整理しており、本章の前半部分は高藤の議

論に依拠している。 

他方、外国人の社会保障の受給状況に関する議論はこれから議論が進められる。社

会保障の中でも、保険料の拠出によらない生活保護の外国人の受給については意見が

分かれるところである 124。そこで、本論文は、厚生労働省の被保護者調査を用いて、

外国人の生活保護の受給状況を明らかにすることを目的とする。 

報告の流れは、まず、4.1 において社会保障に関する国際条約について整理する。

「内外人平等待遇の原則」や権利の平等性・普遍性といった観点から、外国人にも自

国民と同等の社会保障の適応が求められている。国際的な潮流を整理した上で日本の

生活保護制度について検討する。4.2 で在留者統計を用いて、定住外国人の高齢化が進

行していることを明らかにし、4.3 にて、生活保護の受給状況を「被保護者調査」から

明らかにしていく。 

 

4.1 戦後国際社会の潮流 

 4.1.1 国際労働機関（ILO）条約規範 

ILO は、「世界の永続する平和は、社会正義を基礎としてのみ確立することができる」
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という考えにもとづき、労働条件の改善を目的に 1919 年に設立された 125。2021 年現

在、加盟国は 187 ヵ国、条約の数は 190（撤廃・廃止 11、棚上げ 19 含む）に上る。し

かし、すべての加盟国がすべての条約を批准しているわけではなく、日本が批准して

いる条約は 49 である。 

ILO の条約が一貫して求めているのは、「内外人平等待遇の原則（Principle of Equality 

of Treatment for Nationals and Non-Nationals）」である。様々な労働条件について、自国

民労働者と外国人労働者を平等に扱うことが求められ、それは、社会保障制度にまで

及ぶ。ただし、ILO 条約の特徴としては、「相互主義」が採用されていることがあげら

れる。これによって、条約を批准している国の労働者に対してのみ、自国民と同等の

扱いをすることが求められる 126。また、公的扶助のような，保険料の拠出によらない、

公的資金を財源とする給付については、「内外人平等待遇の原則」から除外されるのも

大きな特徴である。 

社会保障に関する ILO 条約は、18 項目あり、そのうち日本が批准しているものは、

2 号(失業)、19 号(労災)、121 号(労災)、102 号 3 部(医療給付)4 部(失業給付)5 部(老齢

給付)6 部(労災)である 127。これらの中で、内外人平等待遇の原則を規定している条約

は、19 号のみである。 

ILO 条約において、包括的に社会保障の内外国人平等待遇の原則を規定している条

約が 1962 年に採択された 118 号条約である。2021 年現在、38 カ国が批准している

が、日本は未批准である。118 号条約は、それ以前に採択された 48 号条約の失敗を

うけて、より現実的な内容になっている 128。118 号条約では、上述の相互主義が無

国籍者、難民には適用されないことや、国内居住要件を付してはならないことが定め

られている 129。 

 4.1.2 国際連合規範 

国際連合は、国際連合憲章の第 1 条にて、世界平和と人権及び基本的自由の尊重を

目的としている。その国際連合憲章を具体的にしたものである「世界人権宣言」にお

いては、冒頭の 2 カ条で「すべての人間の自由、権利における普遍性、無差別平等性」

が掲げられている 130。世界人権宣言は「国連の人権保障活動の原点となるもの」であ

り、国際連合規範の根底に「普遍主義」が置かれていることが分かる 131。このことか

らも、ILO が労働者保護を目的としていたのに対し、国際連合は、あらゆる人の人権

保障を目的としていることが分かる。 
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世界人権宣言において人権は、「自由権」「参政権」「社会権」に分けられて述べら

れており、その中で、社会保障は「社会権」に含まれる。世界人権宣言に法的拘束力

を付与するために 1966 年に採択された「国際人権 A 規約(社会権規約)」において、

社会権の「完全な実現」については漸進的達成でよいとされている。他方、自由権が

「国際人権 B 規約(自由権規約)」にて、即時的に効力を発するのと対照的である

132。高佐(2006)は、この漸進的達成について、日本政府は、「単なる政策目標としか

認識していない」と批判しており、社会権の外国人への適用が大きな課題であること

がわかる 133。 

国際連合規範の中で、日本の社会保障に大きな影響をもたらした条約は「難民の地

域の地位に関する条約（以下、難民条約）」である。難民条約の主な対象は難民であり、

難民に対しては、相互主義が否定され、自国民と同一の社会保障の適用が定められて

いる。ただし、難民条約においても、公的資金による給付については、国内法令で制

限をかけることが可能となっている 134。日本では、1981 年の難民条約批准に際して、

難民だけを社会保障の対象とすると、公平の観点から適当ではないという判断で、次

節で扱うように、いくつかの社会保障制度において、国籍要件を撤廃することになっ

た 135。 

このように、第 2 次世界大戦後の国際社会では、グローバル化の進行とともに増え

る移住労働者を保護するために、様々な条約が締結されてきた。しかし、日本はその

多くを批准しておらず、外国人保護に消極的であるといわざるを得ない。次項では、

そんな日本の社会保障制度が、国際社会の潮流に合わせてどのように変化してきたの

かを、その背景とともに整理する。 

 

4.2 日本の社会保障制度 

日本の社会保障は、①社会保険②公的扶助③社会手当④公衆衛生に分類されるが、

公衆衛生については、「内外人平等待遇の原則」に適用について考える必要がないので、

省略する。また、社会保険の中でも、労働保険（労災保険と雇用保険）については、

「労働者（パートタイマー、アルバイト含む）を一人でも雇用していれば、業種・規

模の如何を問わず労働保険の適用事業」となるため、「内外人平等待遇の原則」を満た

している 136。加えて、社会手当は、国内居住要件が設けられているものの、国内に居

住する者に対しては「内外人平等待遇の原則」を満たしている 137。 
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よって、本章では、健康保険、年金保険と公的扶助について検討する。 

 4.2.1 健康保険、国民年金 

被用者保険と厚生年金保険については、適用事業所に雇用された日から被保険者の

加入資格を取得すると定められており、これは外国人にも適用される。 

他方、国民健康保険と国民年金については、制度創設当初は加入者資格に国籍要件

が付されており、外国人は原則的に加入することができなかった。この国籍要件が撤

廃される契機となったのが、前述の 1981 年難民条約加入である。翌年、国民健康保険

法施行規則と国民年金法から国籍要件が撤廃され、外国人にも開かれた制度となった

138。現在の制度では、短期滞在者を除く外国人は国民健康保険、国民年金の両方に加

入する必要がある。 

健康保険については、怪我をした時などに保険給付が受け取れるため、永住を望ま

ない外国人にも加入のメリットがある一方で、年金保険に関しては、65 歳未満は老齢

年金を受け取れないため、加入のメリットが理解できない外国人が多い 139。そのため、

近年、年金保険制度では、外国人が不利にならない環境の整備が行われてきた。 

まず、1995 年に創設された脱退一時金制度である。これは主に技能実習生を主眼に

置いており、3 年間分を上限に、支払った年金保険料の一部を脱退一時金として返還

する制度である。2021 年からは、技能実習期間が最大 5 年になったことなどを受けて、

上限を 5 年間分へと引き上げられた。次に、2 国間の社会保障協定を 23 ヵ国(発効済

み 20 ヵ国、署名済み 3 ヵ国)と締結し、母国と日本の年金保険料の二重負担防止や、

年金保険の加入期間の通算措置などが認められるようになった。社会保障協定の通算

措置によって、年金の受給条件の保険加入期間を満たしやすくなっただけではなく、

加入した分だけ加入した国の年金を受給できるようになった。 

先行研究では、健康保険の未加入者の割合が 3～6 割、年金保険の未加入者が 6～9

割いることが明らかになっており、未加入者の多さが課題としてあげられている 140。

しかし、浜松市において 4 年ごとに継続的に実施されている「浜松市における日本人

市民及び外国人市民の意識実態調査結果」では、未加入者の割合が低下していること

が明らかになっている。最新の 2018 年の調査では、健康保険の未加入者が 3.0％、年

金保険の未加入者は 11.5％となっており、外国人の社会保険への加入が進んでいるこ

とが分かる 141。 
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 4.2.2 日本の生活保護制度と外国人 

生活保護法第 1 条に「…国が生活に困窮するすべての国民に対し、…」と規定して

いるように、法律上、外国人は生活保護の対象外となっている。ただし、実際には、

1954 年に厚生省社会局から通達された「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措

置について」に基づいて、「準用措置」という形で外国人にも生活保護が適用される。

その後、1990 年の入管法が改正されたのを機に、適用対象が身分に基づく在留資格を

有する外国人（定住外国人）に限定された 142。 

法律上、外国人が生活保護の対象外となっていることについて、高藤(2001)は、現行

の生活保護法が「権利性のある『社会保障法』」であるからだと指摘している 143。そ

の権利の根拠となるのは、日本国憲法第 25 条で定められた生存権である。憲法第 25

条第 1 項において、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す

る」と定められており、生存権の享有主体性は日本国民に限られている 144。よって、

外国人の生活保護の受給は、法律で定められた権利ではなく、人道的見地から認めら

れた単なる行政措置にすぎない。 

庄谷、他(1993)は、準用措置にとどまっている理由について、「外国人は親族・資産

状況の把握が困難」「医療扶助費の増項増嵩による国庫負担増を避ける」「外国人への

『適用は不法滞在を助長する』」という厚生省の主張をまとめている 145。 

世界に目を向けてみると、公的扶助制度に国籍要件を設けいてる先進国は少ない。 

例えば、ドイツでは、無拠出制の失業手当Ⅱ、社会手当(SGBⅡ)、社会給付(SGBⅫ)の

すべてにおいて、合法的に滞在する外国人に受給権を認めている。ただし、統合コー

スへの参加義務を正当な理由なく断った場合には、給付の減額や停止措置が取られる

ことがある。 

国際的に、生存権は国際人権 A 規約に定められている通り「人民は、いかなる場合

にも、その生存のための手段を奪われることはない」とされている 146。つまり、生存

権は、憲法で定められた日本国民固有の権利ではなく、すべての人類に認められるべ

きものである。 

以上のように、日本の生活保護制度は、憲法上の生存権の享有主体性が外国人には

認められないため、準用措置にとどまっており、定住外国人のみ適用対象となってい

る。これは、世界的に見ると世界水準から遅れた制度であると言える。 

次節では、定住外国人の現状を、在留資格に基づき在留外国人統計を用いて整理を
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行う。 

 

4.3 定住外国人の現状 

在留資格は、大別すると「目的に基づく在留資格」と「身分に基づく在留資格」の

2 種類に分類される。前者は、就労目的の「専門的・技術的分野の在留資格」や「特定

技能」等と、それ以外の「留学」や「特定活動」が含まれている。そして、後者が定

住外国人である。「身分に基づく在留資格」の特徴としては、その身分に変更がない限

り無制限に在留資格の更新が可能であり、原則的に就労制限がないことがあげられる。 

 4.3.1 在留資格別の定住外国人 

「特別永住者」は、1991 年に施行された「日本国との平和条約に基づき日本の国籍

を離脱した者等の出入国管理に関する特例法」によって定められた在留資格で、主に

在日朝鮮人が対象となっている。2019 年 12 月時点で特別永住者（312,501 人）のうち、

約 9 割が韓国籍（281,266 人）である。在日朝鮮人は 1970 年代以降に帰化した者も多

く、「特別永住者」の人数は年々減少し続けている 147。 

在日朝鮮人は、サンフランシスコ平和条約締結の際に、一方的に国籍を剥奪された

“元日本人”である。そして、国籍を剥奪された結果、上述のように、日本の社会保

障制度、特に、国民年金、国民健康保険から排除されてきた歴史を持つ。1982 年に国

民年金法から国籍要件が撤廃されたものの、高齢福祉年金は対象外となっていること

や、カラ期間先行研究においても、在日朝鮮人高齢者の生活保護に焦点を当てた研究

が行われている等、他の外国人と同列で扱うことはできない 148。 

本章では、データの性質上、「韓国・朝鮮籍」という括りで議論を進めるが、その多

くが在日朝鮮人であることは注意が必要である。 

「永住者」は、永住権を取得した外国人に与えられる在留資格である。永住権を取

得するためには、素行善良要件、独立生計要件、国益要件を満たす必要があり、10 年

以上継続して在留していること等が求められる 149。この中で、社会保障と関係するの

が独立生計要件である。独立生計要件とは、「日常生活において公共の負担にならず、

…」とあるように、生活保護を受給している場合、永住権の取得は原則できない。た

だし、永住権を既に持っている外国人が生活保護を受給した場合でも、永住権を剝奪

されることはない。 

日本に在留する「永住者」は年々増加しており、2006 年 12 月時点で約 40 万人だっ
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た永住者数は 2019 年 12 月には約 2 倍の 793,164 人となっている 150。 

「定住者」は 1990 年の入管法改正によって創設された在留資格であり、身分に基づ

く在留資格の中では、「永住者」と並んで、在留資格の付与が法務大臣の裁量にゆだね

られている 151。在留資格「定住者」には、明確に適用範囲が定められた「定住者公示」

に基づくものと、他の在留資格に分類されないが、日本での居住を認める必要がある

外国人に対し「臨機応変に対応できるようにするため」に付与されるものがある。前

者には、難民認定を受けた者や日系人が含まれ、後者は個別の事情に基づいて判断さ

れる。 

2006 年以降の定住者数の年次推移をみると、2006 年に最多の 268,836 人となってお

り、その後、リーマンショックと東日本大震災を経た 2014 年には、159,596 人まで減

少している。2019 年 12 月時点では、204,787 人と 2014 年を底に増加傾向にある。 

国籍別にみて特徴的なのは、ブラジル人とフィリピン人である。2006 年時点では、

定住者の 50％以上の約 15.3 万人がブラジル人の所謂日系人だったのに対し、2013 年

には、約 4.4 万人にまで減少し、定住者における割合も 30％を切っている。南米出身

の日系人には、出稼ぎ労働者が多く、リーマンショック後の景気の悪化とともに帰国

したことや、2009 年度に実施された「日系人帰国支援事業」が大きな要因であると考

えられる。 

他方、フィリピン人の定住者数は、2006 年以降、経済状況に関わらず常に増加して

いる。2015 年には、ブラジル人を抜いてフィリピン人の定住者が最も多くなるなど、

他の国籍の定住者には見られない推移となっている。フィリピン人の定住者数に影響

を与えている要因として最も考えられることは、国際結婚とその後の離婚である。夫

婦の国籍別に見た国際結婚の数では、日本人男性とフィリピン人女性の国際結婚が、

日本人男性と中国人女性の国際結婚に次いで 2 番目に多い 152。また、1992 年以降の

婚姻件数に対する離婚件数の比率を見ると、日本人男性とフィリピン人女性が約

49.5％、日本人男性と中国人女性が約 43.8％となっている 153。このように、フィリピ

ン人女性が国際結婚を機に来日し、その後「定住者」として在留を続ける。このよう

な場合に在留資格「定住者」の付与が認められる基準が 2 種類の「公示外定住」であ

る。 

1 つ目は、「離婚定住」である 154。法務省入国管理局は 2012 年に発表した「『日本

人の配偶者等』又は『永住者の配偶者等』から『定住者』への在留資格変更許可が認
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められた事例及び認められなかった事例について」を見ると、3 年以上婚姻期間があ

り、離婚後も引き続いて日本に在留している場合などは、「離婚定住」が認められる傾

向にあることが分かる。そして、2 つ目が、「日本人実子扶養定住」である。1996 年に

法務省入国管理局が発表した「日本人の実子を扶養する外国人親の取扱について（通

称：730 通達）」によって、「出生時点においてその父または母が日本国籍を有してい

るもの」を扶養する親の定住が認められた 155。「日本人の実子」本人が日本国籍を有

しているかどうかや、嫡出子が非嫡出子かの区別が用いられず、出生時点の父または

母の国籍のみが考慮される。 

身分に基づく在留資格には、これまでに紹介した 3 分類以外に「日本人の配偶者等」

と「永住者の配偶者等」がある。両者は、読んで字のごとく、日本人あるいは永住者

の配偶者又は子どもである 156。 

 4.3.2 定住外国人の高齢化 

定住外国人は、2012 年から 2019 年にかけて約 21 万人増加しており、2020 年 12 月

時点では、日本に在留する外国人の半数以上が定住外国人である。前節で整理した通

り、永住権を取得した「永住者」の増加が著しく、在留の長期化が見込まれる。 

図 4-1 

(出典)法務省「在留外国人統計 2020・2012 年在留資格別年齢・男女別 
在留外国人」より筆者作成 
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図 4-1 は、在留外国人統計をもとに定住外国人の 2012 年と 2020 年の人口ピラミッ

ドを比較したものである。男女ともに 40 代後半以上の年齢階層で定住外国人数が増

加しており、特に女性の 50～69 歳の増加が著しい。10 代後半～30 代前半の定住外国

人数は男女ともに減少しており、今後、さらに高齢化が進行していく可能性が高い。 

高齢化率については、2012 年時点では、約 9.95％だったのに対し、2020 年には、約

12.35％まで上昇している。在留資格別にみると、「特別永住者」の高齢化率が最も高

く、約 37.11％と日本全体の高齢化率を上回る。また、「特別永住者」を除いた定住外

国人に関しても、高齢化率が約 4.24％から約 6.04％へと上昇しており、定住外国人全

体で高齢化が進行していることは明らかである。 

日本全体の生活保護受給状況は、65 歳以上の保護人員が急増しており、高齢化の進

行とともに、高齢者の生活保護受給者数の増加が問題になっている 157。生活保護を受

給可能な定住外国人の高齢化は生活保護に影響を与える可能性が高い。次節では、定

住外国人の生活保護の受給状況について分析を進める。 

 

4.4 定住外国人と生活保護 

 4.4.1 世帯で見る生活保護の受給状況 

世帯主が外国人の世帯（以下、外国人世帯）の生活保護受給世帯（以下、受給世帯）

図 4-2 

(出典)厚生労働省「被保護者調査 年次調査(個別調査)」を参考に筆
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の数は、2000 年の約 3 万世帯から、2018 年には、約 1.5 倍の約 4.5 万世帯へと増加し

ている。国籍別に見ると、最も多いのが「韓国・朝鮮籍」の世帯であり、その割合は

約 65.2％にのぼる。ただし、2000 年時点では、「韓国・朝鮮籍」の世帯が占める割合

は約 84.4％だったことから、他の国籍の世帯で生活保護の受給が増加していることが

分かる。 

図 4-2 は、「韓国・朝鮮籍」の世帯を除いた、国籍別の受給世帯数の推移を表したも

のである。特徴的な点は、2008 年から 2011 年にかけてすべての国籍で受給世帯数が

増加していることがあげられる。 

2006 年から 2018 年までに外国人世帯の受給世帯数は約 1.5 万世帯増加しているが、

2008 年から 2011 年までの 3 年間だけで 1.3 万人増加している。また、2008 年からの

3 年間における日本全体の受給世帯数の増加率は約 32.0％なのに対し、外国人世帯の

受給世帯数の増加率は約 40.5％となっており、リーマンショックが外国人の生活に大

きな影響を与えたことがうかがえる。 

次に、「ブラジル籍」と「ブラジル以外の中南米」の受給世帯数が 2010 年以降、少

し減少が見られるものの、高止まりしていることが特徴としてあげられる。「ブラジル

籍」の受給世帯については、世帯種類別の受給世帯数（図 4-3）を見ると 2008 年から

2011 年にかけて、「その他世帯」の受給が増加していることが分かる。「その他世代」

図 4-3 

(出典)厚生労働省「被保護者調査 年次調査(個別調査)」を参考に筆者
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には、稼働年齢層が含まれており、リーマンショックで失業した日系人が帰国せずに

生活保護を受給している可能性が高い。同様の傾向が「ブラジル以外の中南米」につ

いてもいえるが、こちらはデータが 2009 年以降しかないため、リーマンショック前後

の比較はできない。 

2009 年から 1 年間の時限措置として実施された「日系人帰国支援事業」では、合計

で 21,675 人の日系人が帰国している 158。また、前節でも紹介した通り、2006 年には

約 15.3 万人いたブラジル人が 2013 年には約 4.4 万人へと 10 万人以上が日本を後にし

ている。確かに、リーマンショック後に「ブラジル籍」世帯の受給世帯数全体は約 5

倍、「その他世帯」では 15 倍以上に急増している。しかし、実数では、全体が 1,250 世

帯、「その他世帯」が 625 世帯の増加であり、帰国した人数と比べるとはるかに小さ

い。つまりリーマンショックによって失業したブラジル人の多くは、失業したまま日

本に残るよりも帰国を選択したといえる。 

最後に、国籍別に世帯種類別の生活保護受給世帯割合を日本全体と比較しながら検

討を進める（図 4-4）。 

まず、「韓国・朝鮮籍」の「高齢者世帯」の割合が高くなっている。「韓国・朝鮮籍」

の定住外国人の大部分を占める「特別永住者」の高齢化が進行していることは既に前

節で述べた通りである。また，先述の通り，国民年金制度から排除されていた経緯を

図 4-4 

(出典)厚生労働省「被保護者調査 年次調査(個別調査)」を参考に筆者
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考えると，「高齢者世帯」の割合が高いこととつじつまが合う。 

次に、「韓国・朝鮮籍」以外の国籍では、日本全体よりも「母子世帯」や「その他の

世帯」の受給割合が高くなっている。特に、「フィリピン籍」では、半数以上が「母子

世帯」となっており、前述の、国際結婚と離婚あるいは、日本人の実子扶養がいかに

多いかがわかる。先行研究でも、国際結婚・離婚した外国人女性に対する支援の必要

性が指摘されており、それを裏付けるデータと言える 159。 

また、「ブラジル籍」「ブラジル以外の中南米」だけに限らず、「その他の世帯」は 3

割前後となっている。これは、韓国・朝鮮人を除いた定住外国人の高齢化率が日本全

体と比べて低いことだけではなく、日本人と比べて稼働年齢層が生活保護を受給しや

すい環境になっている可能性がある。この点については、次節の保護率の違いからも

検討を加えていきたい。 

 4.4.2 保護率の概算による日本全体との比較 

保護率とは、保護実人員を人口で割った数字であるが、外国人の保護率を正確に算

出することは非常に難しい。そのため、本論文では、被保護者調査の中から、「世帯主

が外国籍の被保護世帯の人員」と国籍別・在留資格別の在留外国人統計を用いて、保

護率を概算することとする。「世帯主が外国籍の被保護世帯の人員」とは、世帯主が外

国籍の世帯の人員数を集計した者であり、その世帯員が日本国籍を所有していた場合

図 4-5 

(出典)厚生労働省「被保護者調査 年次調査(個別調査)」と法務省「在留外国人

統計国籍別在留資格別別在留外国人」を参考に筆者作成 
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でも含んでしまうのが問題点である。また、2011 年以前は、被保護世帯の人員数が公

表されていないため、世帯人員数別世帯数から、被保護世帯の人員数を概算した 160

（図 4-5）。 

まず、外国人全体の保護率はリーマンショック後に約 3.5％から約 5.3％へと約 1.8

ポイント上昇している。これは、日本全体の保護率の上昇（約 0.4 ポイント）と比較

すると、急激な上昇であることが分かる。 

国籍別に保護率を見ると、「韓国・朝鮮籍」の保護率が高く、日本全体の保護率の 5

倍以上となっている。「韓国・朝鮮籍」の受給世帯では高齢者世帯が多かったことから

も、在日朝鮮人高齢者の生活保護受給が多くなっていることが分かる。また、他の国

籍では、2013 年以降、保護率の低下がみられるのに対し、「韓国・朝鮮籍」の保護率は

上昇を続けていることも特徴としてあげられる。これは、高齢者世帯が一度生活保護

を受給すると、その後就労し、経済的に自立することは困難なため、景気の好転の影

響を受けにくいことが原因だと考えられる。 

2013 年以降国籍別保護率は低下傾向にあるものの、外国人の保護率は日本全体の保

護率の約 3 倍、国籍別では、最大で 5 倍以上の保護率となっている。 

ここで問題となるのが、「外国人の保護率が高すぎるのか」ということである。 

先行研究では、日本の捕捉率の低さが生活保護制度の問題点としてあげられている。

政府の公表では、資産を考慮すると、「全国消費実態調査」を用いた推計で 75.8％～

87.4％、「国民生活基礎調査」を用いた推計で 32.1％となっている 161。研究において

は、所得のみを考慮しているものの、捕捉率は 10～20％程度と推計されている 162。

捕捉率の低さを考慮すると、「外国人の保護率が高すぎる」のではなく、「日本全体の

保護率が低すぎる」と言えるだろう。この、外国人と日本全体の保護率の格差につい

ては、今後より詳しく分析していく必要がある。 

 

むすびにかえて 

戦後の国際社会では、「内外人平等待遇の原則」が社会保障にも求められ、日本の社

会保障制度もそれに合わせて改正されてきた。特に、1982 年の難民条約によって、国

民年金と国民健康保険から国籍要件が撤廃され、外国人にも開かれた制度となった。

一方、生活保護は保険料の拠出なしで受給できることから、「準用措置」にとどまって

おり、対象も定住外国人に限定されている。先進国では、法律上、公的扶助の受給権
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を外国人にも認めている国が多く、日本の生活保護制度はグローバル化の進んだ現代

社会において遅れていると言える 163。 

その生活保護制度について、定住外国人の生活保護の受給状況を「被保護者調査」

から明らかにしてきた。2008 年のリーマンショック以降、外国人世帯の生活保護受給

が増加しており、特に、稼働年齢層を含む「その他世帯」の増加が著しい。また、日

本全体の保護率と比較すると、外国人の保護率は約 3 倍となっており、外国人は日本

人よりも生活保護を受給しやすい可能性が高い。しかし、日本の生活保護の課題であ

る、捕捉率の低さを考慮すると、「外国人の保護率が高い」のではなく「日本の保護率

が低い」と解釈する方が自然と言える。 

国籍別に生活保護受給世帯を分析すると、高齢化の進行している韓国・朝鮮籍の保

護率が右肩上がりに上昇を続けている。世帯種類別の分析でも、高齢者世帯の割合が

約 7 割となっており、高齢在日朝鮮人の生活保護への依存度の高さが浮き彫りとなっ

ている。在日朝鮮人に関する社会保険への統合と生活保護の受給については，今後精

緻な分析を行っていく必要がある。 

韓国・朝鮮籍以外の国籍で特徴的だったのは、「母子家庭世帯」の割合の高さであり、

特に、フィリピン籍では半数以上が「母子家庭世帯」となっている。これは、国際結

婚の難しさを表しているとともに、離婚後の外国人女性が困窮しやすい可能性を示し

ている。 

最後に、生活保護は、最低水準の生活を保障する重要な制度であり、その根拠とな

る生存権は、国際的には全ての人に普遍的に認められるもとだと考えられている。そ

の中で、日本は国籍要件を設けて、外国人を排除している。外国人労働者の受け入れ

を拡大し、定住への道を整備しようとしている今、法的に生活保護制度の外国人への

適用を議論する必要があるのではないだろうか。 

 

123 法務省出入国在留管理庁「在留外国人統計 2020 年 12 月末」参照。  
124 山田(2015)では、市民の意識調査で「外国人の生活保護を禁止すべき」という設問に対して、

45.6%が「とてもそう思う/ややそう思う」に回答している[山田(2015) p.62、参照]。  
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むすびにかえて 

国内に在留する外国人の数が増加し、日常生活で外国人と接することが当たり前の

ようになった日本。在留資格の更新に制限がない「特定技能 2 号」の対象職種を拡大

する等、外国人労働者を積極的に受け入れる一方で、外国人の社会統合に関する議論

は十分なされてきたと言えない。 

第 1 章では、ドイツにおける移民の社会統合について歴史的な経緯を踏まえて検討

した。ドイツは、1950 年代後半以降人手不足解消のために、二国間協定によって外国

人労働者を受け入れた。当初、外国人労働者は一時滞在が前提とされていたが、企業

のコスト削減の観点から、滞在が長期化し、家族の呼び寄せが可能になるなど、ドイ

ツ社会に少しずつ根づいていった。しかし、「外国人労働者は、いつかは帰国する」と

考えていたドイツは、移民統合政策を実施せず、外国人に対する姿勢は 20 世紀末まで

大きく変わることはなかった。その結果、1980 年代以降、ドイツ語が話せない外国人

や、外国人の子どもが増加し、ドイツ社会と交わることのない移民の並行社会が社会

問題として認識されるようになった。 

これを受けて、1998 年の政権交代以降、移民国であることを認め、移民の社会統合

へと舵を切っていく。移民統合政策は、国籍法の改正から、都市政策、教育改革、労

働政策など、社会のあらゆる側面まで広がっている。 

21 世紀に入るまでのドイツは、政策として「同化主義」が採用されていたものの、

社会の実態としては、「並行社会」が存在していたことから、「断片化された多元主義」

だったと考えられる。21 世紀に入り、移民統合政策が採用されてからは、「統合コー

ス」のような「同化主義」に近い政策に加え、「統合サミット」や「社会的都市(Soziale 

Stadt)プロジェクト」のような「相互作用多元主義」の方向性もみられる。「同化主義」

と「相互作用多元主義」の共通点としては、外部との明確な境界を有していることが

あげられ、ドイツは移民統合政策を通じて、「ドイツ社会とは何か」を再定義すること

を目指している。 

第 2 章では都市別データを用いて移民統合政策の外国人失業率への影響について分

析をした。 

分析に入る前に、教育という視点で移民の社会統合の成果を見ると、専門的資格を

持たない人の割合が低下していることがあげられる。しかし、難民危機の 2015 年以降

は移民第 1 世代で専門的資格を持たない人の割合が上昇しており、難民の大量流入に
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よって移民の社会統合が大きく後退したといえる。 

実証分析の説明変数として用いた移民統合政策は「統合コース」と「社会的都市プ

ロジェクト」である。統合コースは、移民にドイツ語やドイツ文化を教えるという同

化主義的な側面がある。他方、社会的都市プロジェクトはモスクにコミュニティセン

ターを設置するなど、移民文化の理解を促進するような効果も期待される。また、市

民参加が前提とされていることも社会的都市プロジェクトの大きな特徴である。 

分析の結論としては、社会的都市プロジェクトへの当該年度の連邦政府支援額と過

去の連邦政府支援総額の両者ともが，外国人失業率と負の関係にあることが明らかに

なった。さらに，観察されない都市の固有効果を考慮した固定効果モデルにおいても，

当該年度の社会的都市プロジェクトへの支援額と外国人失業率は負の関係にあること

が 10％水準で有意となっており，分析の結果が頑健であることが確認された。 

他方，「統合コース」については，不安定な結果となった。「統合コース」について

は，都市の失業率への影響よりも，個人の雇用に対する効果を見る必要があるため，

今後，ミクロデータによる分析を行っていく必要がある。 

また，「社会的都市プロジェクト」について，本論文では，多様な活動を一括りに分

析しているため，個別の取り組みについては考慮できていない。今後，先行研究でな

されてきたような，個別事例の調査研究を行っていく必要がある。 

第 3 章では、日本の外国人労働者受け入れ制度において中心的な役割を果たしてい

る技能実習制度について制度の変遷と今後の課題について検討した。ドイツが 1950 年

代以降経験したものと同様に、技能実習制度も企業側の論理によって在留期間が延長

され、ついには「特定技能」と接続することによって、永住への道が開かれた。 

当初は、大企業による海外拠点の人材育成、周辺地域への貢献という目的のための

制度だった研修制度は、1990 年代以降中小企業の人手不足解消の手段へと変貌してい

く。その後、様々な改正が繰り返されるが、「使い勝手の良い労働力」「帰国後の就労」

「失踪者、不法残留者」といった課題がいまだに残されている。 

そして、2018 年に創設された「特定技能」は人手不足解消のための制度であるにも

かかわらず、技能実習制度の延長として位置づけられている。本来、「技能移転による

国際貢献」を目的に掲げている技能実習制度は、帰国が前提とされるべきにもかかわ

らず、修了後も日本国内で就労することが期待されている。さらに、技能実習修了者

の中で、優良者のみを「特定技能」として活用する制度設計は、受け入れ国の独善的
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なものでしかない。人手不足解消を目的に掲げる「特定技能」は「技能実習制度」と

独立させる必要があり、また、「技能実習制度」自体を根本的に改変していこことが求

められている。 

そして第 4 章で、現在の日本において“移民”に最も近い存在である「定住外国人」

の生活需給の実態から外国人が抱える生活問題について検討した。生活保護制度は日

本の社会保障制度の中で唯一国籍要件が設けられており、外国人は温情的に「準用措

置」という形で需給が認められているにすぎない。先進国では、法律上、公的扶助の

受給権を外国人にも認めている国が多く、日本の生活保護制度はグローバル化の進ん

だ現代社会において遅れていると言える。 

生活保護を受給できる定住外国者の中には多様な人がおり、一括りに「外国人の生

活保護受給問題」と論じることはできない。そこで、国籍別に生活保護受給世帯を分

析すると、①高齢化率の高い「韓国・朝鮮籍」で高齢世帯の割合が高いこと、②出稼

ぎ女性や国際結婚が話題となった「フィリピン籍」で母子家庭世帯の割合が高いこと、

③不況期に多くの国籍でその他世帯の割合が上昇したことが明らかになった。また、

保護率の概算結果では、最も高い「韓国・朝鮮籍」の保護率が日本全体の 5 倍近いこ

と、外国籍全体の保護率が約 3 倍であることが明らかになった。 

「韓国・朝鮮籍」の多くは在日朝鮮人であり，彼らが，社会保障制度から排除され

てきた経緯を考慮すると，彼らの保護率の高さや，高齢世帯の割合の高さに合点がつ

く。在日朝鮮人の社会保障制度への統合に関する分析は私の今後の研究課題である。 

このように、外国人の労働力にのみ注目し、外国人の生活への支援を怠ってきた結

果、定住外国人が生活保護に頼らざるを得ない状況を生み出しているのではないだろ

うか。第 1 章で紹介した通り、同様の経験を 1980、90 年代に経験したドイツは、21 世

紀に入ってから移民統合政策に力を入れている。しかし、既に並行社会が出来上がっ

てしまったドイツでは移民をドイツ社会に統合することは容易ではなく、20 年余りが

過ぎた今でも成果を得られたとは言い難い状況が続いている。 

日本は、今まさに外国人労働者受け入れの時代から、外国人、そして移民受け入れ

へと大きく舵を切ろうとしている。移民の社会統合は、国のアイデンティティを左右

する大きな問題であり、国民全体での議論が必要不可欠である。そして何より、外国

人労働者を受け入れる以上、1 人の人間を受け入れるという考えが重要であり、外国

人労働者を日本社会に受け入れていく姿勢、覚悟が日本社会に求められている。 
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